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第１章 点検・評価の概要 

 

１ 点検・評価の目的 

教育行政点検・評価については、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律に基づき、教育委員会の活動及び具体の教育施策が「秦野市教育委員会基

本方針」に沿って効果的に執行されているかを、教育委員会自らが事後に点

検・評価を行い、活動及び施策の改善・充実を図るとともに、その結果に関

する報告書を議会に提出及び公表し、市民に対する説明責任を果たすことを

目的とします。 

 

２ 点検・評価の対象 

平成２６年度における「教育委員会の活動状況」並びに「基本方針に基づ

く主要施策（２１施策）」について点検・評価を実施しました。 

 

 (1) 教育委員会の活動状況 

 ア 教育委員会会議の開催状況 

イ 教育委員会会議の審議等の状況 

ウ 教育委員会会議以外の活動状況 

 

(2) 平成２６年度基本方針に基づく主要施策 

ア 幼児、児童及び生徒が安心して、安全に学校生活を送り、快適で充実し

た学習ができる教育環境を計画的に整備（４施策） 

イ 人権尊重、人間教育を基盤とした教育実践の継続により、いじめや不登

校のない学校教育の充実（５施策） 

ウ 幼小中一貫教育を推進するとともに、子ども一人ひとりに対応した教育

の充実（４施策） 

エ 市民の自主的主体的な学習活動を支援するとともに、地域、学校、行政

の連携による特色ある事業を実施し、生涯学習を推進（５施策） 

 オ 快適で市民の役に立つ図書館を目指し、図書館サービスを充実（３施 

策） 

 

３ 点検・評価の進め方 

点検・評価の実施に当たっては、平成２７年４月の教育委員会会議で協議

した「平成２７年度教育委員会の点検・評価について」及び「平成２７年度

教育委員会点検・評価のスケジュール」により実施しました。 
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(1) 教育行政点検・評価の実施に関する主な経過 

月 日 経 過 

４月１７日（金） 点検・評価について、事務局打合せ 

４月２４日（金） 教育委員会会議で点検・評価の方向性及び内容等を協議 

５月８日（金）～５月２１日（木） 事務局各課等による自己点検・評価 

５月８日（金） 点検・評価について、事務局打合せ 

５月１８日（月） 教育委員会会議で活動内容等について協議 

６月２３日（火） 教育委員会会議で主要施策について協議 

６月２６日（金） 第１回点検・評価会議 

６月２６日～７月１３日（月） 点検・評価会議委員による評価 

７月２４日（金） 第２回点検・評価会議 

８月１４日（金） 点検・評価に関する教育委員学習会開催 

９月３日（木） 点検・評価について、事務局打合せ 

９月１１日（金） 教育委員会会議で点検・評価報告書について議決 

 

平成２６年度における教育委員会の活動状況については、(1)表のとおり、

教育委員会会議の開催状況、審議等の状況、教育委員会会議以外の活動状況

を点検し、「教育委員会の役割」、「教育委員会会議の活性化」、「教育委員会会

議の透明性」及び「教育に関する情報収集」など４つの項目について教育委

員による評価をしました。 

平成２６年度主要施策については、事務局各担当課等の自己評価と併せて、

ＰＴＡ役員や元学校長の学校教育関係者、生涯学習関係者及びその他教育関

係者で組織する「教育施策点検・評価会議」から客観的な評価を受け、学校

教育関係及び生涯学習関係に関する学識経験者の総合的な評価、意見等を踏

まえ、教育委員による点検・評価を実施しました。 
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 (2) 教育施策点検・評価会議 

区  分 氏 名 職 名 等 

教育関係者 

行方 麗子 
ＰＴＡ連絡協議会 

仲村 みのり 

古屋  茂 元学校長 

学校教育関係者 

川口 妙子 幼稚園長会長 

大津 道雄 小学校長会長 

牛田 洋史 中学校長会長 

生涯学習関係者 

岡田 榮子 
社会教育委員 

水野  功 

斎藤 由佳里 図書館協議会委員 

 

 (3) 教育に関する学識経験者（総合評価者） 

氏  名 所  属 ・ 役  職 

小 林 正 稔 

（学校教育関係） 
神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部社会保健学科教授 

逢 坂 伸 一 

(生涯学習関係) 
東海大学名誉教授 

 
 
(4)  教育委員 

氏  名 職    名 

望 月 國 男 委員長 

髙 𣘺 照 江 委員長職務代理者 

内 田 晴 久 委員 

飯 田 文 宏 委員 

内 田 賢 司 教育長 
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第２章 教育委員会の活動状況 

 

１ 教育委員会会議の活動状況 

（1）教育委員会会議の開催状況 

教育委員会では、原則として、毎月第３金曜日の午後１時３０分から定例

教育委員会会議、必要に応じて臨時教育委員会会議を開催しました。 

 

【平成２６年度定例会及び臨時会】 

開 催 日 会  議 付議事件数 

平成２６年 

４月 １日（火） 

４月臨時教育委員会 

欠席委員 １名 

傍 聴 者 なし 

○選   挙    １件 

○教育長報告    ４件 

４月２５日（金） 

４月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 １名 

○教育長報告    ８件 

○協 議 事 項    ２件 

５月３０日（金） 

５月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 ２名 

○教育長報告   １０件 

○議   案    ２件 

○協 議 事 項    １件 

６月２０日（金） 

６月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 ４名 

○教育長報告    ９件 

○協 議 事 項    ２件 

７月１８日（金） 

７月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 ２名 

○教育長報告    ８件 

○協 議 事 項    ３件 

○そ の 他    ２件 

７月３１日（木） 

７月臨時教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者１１名 

○議   案    ３件 

８月１８日（月） 

８月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 １名 

○教育長報告   １３件 

○議   案    ４件 

○協 議 事 項    １件 

○そ の 他    ２件 

９月２６日（金） 

９月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 ２名 

○教育長報告   １６件 

○協 議 事 項    １件 

○そ の 他    １件 

１０月１７日（金） 

１０月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 ２名 

○教育長報告   １３件 

○協 議 事 項    １件 

１１月 ７日（金） 

１１月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 なし 

○教育長報告    ７件 

○議   案    ３件 

○そ の 他    １件 

１１月１９日（水） 

１１月臨時教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 なし 

○議   案    ２件 

○協 議 事 項    ３件 
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開 催 日 会  議 付議事件数 

１２月１９日（金） 

１２月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者  なし 

○教育長報告   １９件 

○協 議 事 項    １件 

○そ の 他    ２件 

平成２７年 

１月１６日（金） 

１月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者  なし 

○教育長報告   １０件 

○議   案    １件 

○協 議 事 項    ５件 

○そ の 他    ３件 

２月１３日（金） 

２月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 なし 

○教育長報告    ６件 

○議   案    ３件 

○協 議 事 項    ２件 

３月２０日（金） 

３月定例教育委員会 

欠席委員 なし 

傍 聴 者 １名 

○教育長報告   １９件 

○議   案    ５件 

○選   挙    １件 

○そ の 他    ２件 

定例教育委員会   １２回 

臨時教育委員会    ３回 

○教育長報告  １４２件 

○議   案   ２３件 

○協 議 事 項   ２２件 

○選   挙    ２件 

○そ の 他    １３件 

 

(2) 教育委員会会議の審議等の状況 

  平成２６年度の教育委員会会議においては、議案２３件の審議、協議案件

２２件の協議、選挙２件を行うとともに、教育長の臨時代理１７件を含む 

１４２の案件、その他１３件について報告を受けて質疑を行いました。 

 

ア 教育長報告【１４２件】 

番号 案件名 報告日 

１ 26 年 5 月の開催行事等について 

平成26年 

4月25日 

２ ＰＰＳ事業者と電力供給契約について 

３ 26 年度園児、児童、生徒及び学級数について 

４ 
25 年度卒園式・卒業式及び 26 年度入園式・入学式の状況

について 

５ 26 年度学校教育関係事業について 

６ 26 年度教育支援教室いずみ運営要領について 

７ 26 年度教科学習支援員について 

１ 26 年 6 月の開催行事等について 

5月30日 

２ 25 年度秦野市一般会計予算繰越明許費について 

３ 
25 年度一般財団法人秦野市学校保全公社の経営状況につい

て 

４ 26 年度園児・児童・生徒数及び学級数について 

５ 第 1 回いじめを考える児童生徒委員会の開催結果について 

６ 26 年度教科書展示会について 

７ 学校警察連携制度の運用について 
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番号 案件名 報告日 

８ 26 年度教育研究所研究について 

5月30日 ９ 26 年度広域連携中学生交流洋上体験研修について 

10 第 27 回夕暮祭短歌大会について 

１ 26 年 7 月の開催行事等について 

6月20日 

２ 26 年秦野市議会第 2 回定例会について 

３ 26 年度英語教育に関わる取組について 

４ 26 年度教育研究所公開講座の開催について 

５ 26 年度はだのっ子アワード事業について 

６ 第 5 回親子川柳大会について 

７ ふれあい通学合宿について 

８ 第 28 回夕暮記念こども短歌大会について 

９ 子どもの事件・事故等について 

１ 26 年 8 月の開催行事等について 

7月18日 

２ 26 年度幼小中一貫教育発表会について 

３ 第 32 回教育研究発表会について 

４ 
宮永岳彦記念美術館企画展「ＤＥＳＩＧＮ展―宮永岳彦の

視点―」について 

５ 子どもの市展について 

６ 
桜土手古墳展示館体験事業「ミュージアムさくら工房」に

ついて 

７ 市指定無形文化財「瓜生野百八松明・盆踊り」について 

１ 26 年 9 月の開催行事等について 

8月18日 

２ 審議会等の見直しに係る要綱等の改廃について 

３ 26 年度坡州市英語村中学生派遣事業について 

４ 
26 年度東海大学主催中学校教員向け「武道（柔道）・ダン

ス」講習会について 

５ 26 年度ふるさと秦野検定の実施結果について 

６ ふれあい通学合宿の実施結果について 

７ 広域連携中学生交流洋上体験研修の実施結果について 

８ 秦野たばこ資料展について 

９ 朗読コンサートについて 

10 26 年度市民大学（専門学習塾）について 

11 子どもの事件・事故等について 

１ 26 年 10 月の開催行事等について 

9月26日 

２ 26 年第 3 回定例会報告について 

３ 秦野市公立幼稚園のあり方について 

４ 第 2 回いじめを考える児童生徒委員会について 

５ 第 27 回はだの子ども野外造形展について 

６ 26 年度「のびゆくみんなの交流会」について 

７ 26 年度全国学力学習状況調査について 

８ 26 年度夏季休業中の教育研修事業について 

９ 26 年度新規採用教員宿泊研修会について 

10 
はだの史・発見展「明治から昭和までの小学校移り変わり」

について 

11 第 44 回秦野市展について 

12 丹沢野外音楽イベント「丹沢謌山 2014」について 

13 指定文化財特別公開について 
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番号 案件名 報告日 

14 秋季特別展「秦野の原像Ⅸ 東田原中丸遺跡」について 
9月26日 

15 第８回全日本学生・ジュニア短歌大会について 

１ 26 年 11 月の開催行事等について 

10月17日 

２ 26 年度全国学力・学習状況調査について 

３ 中学生英語スピーチコンテストの結果について 

４ 第 27 回インターナショナルフェスティバルについて 

５ 報徳仕法啓発事業について 

６ 26 年度（25 年度事業）公民館運営点検・評価について 

７ 本町公民館図書室の無人化実証実験について 

８ ミュージアムさくら塾について 

９ 第 28 回夕暮記念こども短歌大会について 

10 行政書士による講演＆相談会について 

11 児童文学講座について 

12 文学講演会「源実朝の和歌の世界」について 

13 カルチャーパーク再編整備に伴う施設別の管理について 

１ 26 年 12 月の開催行事等について 

11月7日 

２ 中学校給食のあり方研究・検討について 

３ 第 3 回いじめを考える児童・生徒委員会について 

４ 26 年度全国学力・学習状況調査の結果について 

５ 
25 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する

調査結果について 

６ 第 5 回親子川柳大会の結果について 

７ 
市制 60 周年記念特別展「記録と写真でたどる 60 年」につ

いて 

１ 27 年 1 月の開催行事等について 

12月19日 

２ 26 年第 4 回定例会報告について 

３ 
26 年度優良ＰＴＡ神奈川県教育委員会表彰の受賞等につい

て 

４ 西中学校体育館等複合化事業について 

５ 学校給食における異物混入について 

６ 学校におけるインフルエンザの状況について 

７ 第 30 回のびゆくみんなの交流会の結果について 

８ 第 27 回はだの子ども野外造形展の結果について 

９ 
第 27 回インターナショナルフェスティバルの結果につい

て 

10 コミュニティ・スクールについて 

11 第 4 回いじめを考える児童・生徒委員会の結果について 

12 秦野市いじめ防止基本方針について 

13 27 年度全国学力学習状況調査について 

14 子どもの事件・事故等について 

15 26 年度はだのっ子アワード表彰式について 

16 報徳仕法啓発事業について 

17 市所蔵浮世絵展「おめでた尽くしの浮世絵」について 

18 第 41 回親と子の音楽会について 

１ 27 年「教育長年頭あいさつ」について 
平成27年 

1月16日 
２ 27 年 2 月の開催行事等について 

３ 秦野市いじめ防止基本方針（案）について 
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番号 案件名 報告日 

４ 
26 年度「学校生活全般における体罰の実態把握に関する調

査（市町村立学校）」の実施について 

平成27年 

1月16日 

５ 子どもの事件・事故等について 

６ 
宮永岳彦記念美術企画展「宮永岳彦郷愁の情景展」につい

て 

７ 文化財防火デーに伴う消防訓練について 

８ はだの史・発見展「はだの・寺子屋入門」について 

１ 27 年 3 月の開催行事等について 

2月13日 

２ 子どもの事件・事故等について 

３ 学校におけるインフルエンザの状況について 

４ 
26 年度神奈川県公民館連絡協議会優良公民館表彰の受賞に

ついて 

５ 
藤田浩子氏講演会「子どもと楽しむおはなしの世界」につ

いて 

６ 二宮尊徳講演会「近世西相模の報徳仕法」について 

１ 27 年 4 月の開催行事等について 

3月20日 

２ 27 年第 1 回定例会中間報告について 

３ 小・中学校への空調設備の設置について 

４ 
学校生活全般における体罰の実態把握に関する調査につい

て 

５ 子どもの事件・事故等について 

６ 26 年度幼小中一貫教育の取組について 

７ 26 年度就学指導の結果報告について 

８ 
26 年度優れた「早寝早起き朝ごはん」運動の推進文部科学

大臣表彰の受賞について 

９ 26 年度教育支援教室いずみ事業報告について 

10 26 年度教科学習支援員の活動報告について 

11 27 年度教員研修について 

12 27 年度校務支援ソフトの導入スケジュールについて 

13 第 28 回夕暮短歌大会（作品募集）について 

14 こどもの読書週間について 

 

報告 

番号 
臨時代理の報告について 報告日 

H26 

-６ 

秦野市教育委員会事務局職員（課長補佐級以上及び公民館

長）の任免について 

平成26年 

4月1日 

７ 
秦野市立幼稚園教諭（園長、副園長及び教頭）の任免につ

いて 

８ 
秦野市教育委員会事務決裁規程の一部を改正することにつ

いて 

９ 
秦野市教育委員会関係職員の職の設置等に関する規則の一

部を改正することについて 

10 
秦野市立公立小学校教員等に対する人事上の措置等につい

て 
4月25日 

11 
秦野市立幼稚園入園料及び保育料徴収条例施行規則につい

て 
7月18日 
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報告 

番号 
臨時代理の報告について 報告日 

12 秦野市立公民館条例施行規則等の一部改正について 
8月18日 

13 市立小中学校教職員の人事上の措置について 

14 
秦野市社会教育委員会議規則の一部を改正することについ

て 
9月26日 

15 
秦野市立西中学校等複合施設整備運営事業に係る企画提案

型事業審査会規則について 
12月19日 

H27 

-１ 

26 年度教育功労者等表彰・教育長表彰の被表彰者の追加に

ついて 
平成27年 

1月16日 
２ 27 年度管理職候補者の推薦について 

３ 秦野市立小中学校管理職の退職の内申について 

3月20日 

４ 秦野市立小中学校管理職の任免の内申について 

５ 
秦野市地方行政の組織及び運営に関する法律に基づく職務

権限の特例に関する条例の一部を改正することについて 

６ 教育委員会事務局職員（課長補佐級以上）の任免について 

７ 教育委員会職員（園長及び教頭）の任免について 

 

イ 議 案【２３件】 

議案 

番号 
案件名 審議日 

H26 

-６ 

27 年度に秦野市立小学校及び中学校で使用する教科用図

書の採択方針について 
平成26年 

5月30日 
７ 秦野市社会教育委員の委嘱について 

８ 27 年度に使用する小学校の教科用図書の採択について 

7月31日 
９ 27 年度に使用する中学校の教科用図書の採択について 

10 
27 年度に使用する学校教育法附則第９条による教科用図

書の採択について 

11 26 年度教育委員会教育行政点検・評価報告書について 

8月18日 

12 25 年度秦野市一般会計（教育費）決算について 

13 26 年度秦野市一般会計（教育費）予算の補正について 

14 
秦野市曽屋ふれあい会館条例の廃止に係る申し出につい

て 

15 欠番 ― 

16 
27 年度秦野市立小中学校県費負担教職員人事異動方針に

ついて 
11月7日 

17 27 年度秦野市立幼稚園教諭人事異動方針について 

18 26 年度教育功労者等表彰・教育長表彰について 

19 26 年度秦野市一般会計（教育費）補正予算案について 

11月19日 
20 

秦野市立こども園条例の一部を改正する等の条例案につ

いて 

H27 

-１ 
秦野市文化財保護委員会委員の委嘱について 

平成27年 

1月16日 

 ２ 27 年度秦野市一般会計（教育費）予算案について 

2月13日 
 ３ 

秦野市立幼稚園園則及び秦野市立学校教育施設開放に関

する規則の一部を改正することについて 
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議案 

番号 
案件名 審議日 

 ４ 
秦野市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条

例等の一部を改正することについて 
2月13日 

 ５ 27 年度秦野市教育委員会主要施策について 

3月20日 

 ６ 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に

伴う秦野市教育委員会規則等の一部を改正することにつ

いて 

 ７ 
秦野市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に

関する規則を制定することについて 

 ８ 協議書の一部を改正する協議について 

 ９ 秦野市いじめ防止基本方針について 

 

ウ 協議事項【２２件】 

番号 案件名 協議日 

１ 26 年度教育委員会教育行政点検・評価について 平成26年 

 4月25日 ２ 教科用図書採択について 

３ 26 年度教育委員会教育行政点検・評価について 5月30日 

４ 26 年度教育委員会教育行政点検・評価について 
6月20日 

５ 中学校給食におけるアンケートの実施について 

６ 26 年度教育委員会教育行政点検・評価について 

7月18日 ７ 曽屋ふれあい会館について 

８ 社会教育委員会議規則の一部改正について 

９ 全国学力・学習状況調査について 8月18日 

10 西中学校体育館等複合化施設について 9月26日 

11 西中学校体育館等複合化施設について 10月17日 

12 秦野市公立幼稚園のあり方について 

11月19日 13 秦野市立上幼稚園における学級編成について 

14 中学校における昼食のあり方について 

15 27 年度秦野市一般会計予算（教育費）編成について 12月19日 

16 27 年度秦野市一般会計（教育費）予算（案）について 

平成27年 

1月16日 

17 小・中学校教員の兼務について 

18 小学校長による幼稚園長の併任について 

19 幼稚園と小学校の人事交流について 

20 
秦野市立幼稚園園則及び秦野市立学校教育施設の開放に関

する規則の一部を改正することについて 

21 27 年度秦野市教育委員会主要施策について 

2月13日 
22 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴

う秦野市教育委員会規則等の一部を改正することについて 

 

エ 選 挙【２件】 

番号 案件名 協議・報告日 

１ 秦野市教育委員会委員長の選挙について 
平成26年 

4月1日 
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番号 案件名 協議・報告日 

２ 秦野市教育委員会委員長の選挙について 
平成27年 

3月20日 

 

オ その他【１３件】 

番号 案件名 協議・報告日 

１ 市制 60 周年記念事業について 平成26年 

7月18日 ２ 全国学力・学習状況調査について 

３ 子ども子育て支援新制度について 
8月18日 

４ 教育委員会制度について 

５ 小中学校施設への空調設置及び省エネ対策について 9月26日 

６ 27 年度予算編成について 11月7日 

７ 行政視察の報告について 
12月19日 

８ チャレンジ・イングリッシュキャンプの結果について 

９ 27 年度教育委員会会議日程について 
平成27年 

1月16日 
10 市制 60 周年記念事業について 

11 旧梅原家住宅部材の取り扱いについて 

12 請願について 
3月20日 

13 要望書について 
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２ 教育委員会会議以外の活動状況 

  平成２６年度においては、定例会のほか、学習会、学校訪問、教育施策等

についての視察、法令等の研修会、各種事業等の活動に４８回（延べ１０７

人）参加及び出席しました。 

月  日 活動等の名称 活 動 内 容 区分 

平成２６年 

４月 ９日(水) 

神奈川県市町村教育委員会連

合会     【教育総務課】 

総会  

(横須賀市) 
会 議 

５月１０日(土) 
第１回いじめを考える児童生

徒委員会  【教育指導課】 

市内小・中学校代表児童・生徒、

教員が集い、いじめ根絶に向けて意

見交換を行う。  （堀川公民館） 

会 議 

５月１２日(月) 

第１回教科用図書採択検討委

員会 

      【教育指導課】 

教科用図書の採択について、調査

研究し、採択するための資料を作成

する。 

会 議 

５月１９日(月) 
教育訪問(南小学校) 

      【教育総務課】 

管理運営上の諸問題について情報

交換を図るとともに、その解決に向

けて協議及び指導・助言を行う。  

学 校 

訪 問 

５月１６日(金) 

～１７日(土) 

関東甲信越静市町村教育委員

会連合会  【教育総務課】 

総会及び研修会 

（長野県長野市） 
会 議 

５月２７日(火) 
学校訪問（北小学校） 

      【教育指導課】 

各校（園）を訪問し、教育課程、

保育・学習指導、学校研究、教育課

題等について協議、助言を行う。 

学 校 

訪 問 

７月 ２日(水) 
教育訪問（渋沢中学校） 

      【教育総務課】 

管理運営上の諸問題について情

報交換を図るとともに、その解決に

向けて協議及び指導・助言を行う。 

学 校 

訪 問 

７月 ９日(水) 

学校・教育訪問 

(すえひろこども園) 

【教育総務課・教育指導課】 

教育委員会関係者が、各園・校を

訪問し、管理運営上の諸問題につい

て、情報交換を図るとともに、その

解決に向けて協議及び指導・助言を

行う。 

また、教育課程、保育・学習指導、

学校研究、教育課題等について協議

及び指導、助言を行う。  

学 校 

訪 問 

７月１１日(金) 

第２回教科用図書採択検討委

員会 

       【教育指導課】 

教科用図書の採択について、調査

研究し、採択するための資料を作成

する。 

会 議 

７月１４日(月) 
教育訪問(東小学校) 

  【教育総務課】 

管理運営上の諸問題について情

報交換を図るとともに、その解決に

向けて協議及び指導・助言を行う。 

学 校 

訪 問 

７月１８日(金) 学習会   【教育指導課】 教科書採択 学習会 
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月  日 活動等の名称 活 動 内 容 区分 

７月２３日(水) 
教育訪問(末広小学校) 

【教育総務課】 

管理運営上の諸問題について情

報交換を図るとともに、その解決に

向けて協議及び指導・助言を行う。 

学 校 

訪 問 

７月２６日(土) 

東海大学主催中学校向け「武

道（柔道）・ダンス」講習会  

【教育指導課】 

「武道・ダンス」について、課題

解決及び指導技術の向上を図り、保

健体育教員としての共通認識を深

め、資質の向上と相互に継続する指

導について、充実・発展を期する。 

（東海大学） 

事 業 

参 加 

７月２８日(月) 学習会   【教育総務課】 教育行政点検・評価 学習会 

８月１１日(月) 
教育訪問(北中学校) 

      【教育総務課】 

管理運営上の諸問題について情

報交換を図るとともに、その解決に

向けて協議及び指導・助言を行う。 

学 校 

訪 問 

８月１３日(水) 
神奈川県市町村教育委員会連

合会     【教育総務課】 

役員会  

(鎌倉市) 
会 議 

８月１９日(火) 
秦野市幼小中一貫教育発表会 

【教育研究所】 

幼小中一貫教育の取組報告及び

早稲田大学・小林教授の講演。 

事 業 

参 加 

８月２５日(月) 
第３２回教育研究発表会 

【教育研究所】 

教育研究発表及び子どもを育む

中学校区懇談会の取組発表。 

事 業 

参 加 

 ９月１７日(水) 

秦野市ＰＴＡ連絡協議会第 

１３回道徳会議 

【学校教育課】 

基調講演、グループ討議、全体発

表、講評。 
会 議 

１０月 ９日(木) 
教育訪問(西小学校) 

【教育総務課】 

管理運営上の諸問題について情

報交換を図るとともに、その解決に

向けて協議及び指導・助言を行う。 

学 校 

訪 問 

１０月１６日(木) 
学校訪問（堀川小学校） 

      【教育指導課】 

 各校（園）を訪問し、教育課程、

保育・学習指導、学校研究、教育課

題等について協議、助言を行う。 

学 校 

訪 問 

１０月１７日(金) 学習会   【教育総務課】 
今後の公立幼稚園のあり方につ

いて（提言を受けて） 
学習会 

１０月２４日(金) 
秦野市児童音楽会 

      【教育指導課】 

 市内小学校代表学年児童が文

化会館大ホールで合唱・合奏の

発表を行う。 

事 業 

参 加 

１０月２５日(土) 
第３回いじめを考える児童生

徒委員会  【教育指導課】 

市内小・中学校代表児童・生徒、

教員が集い、いじめ根絶に向けて意

見交換を行う。 

会 議 

１０月２８日(火) 
学校訪問（大根中学校） 

      【教育指導課】 

 各校（園）を訪問し、教育課程、

保育・学習指導、学校研究、教育課

題等について協議、助言を行う。 

学 校 

訪 問 

１０月２９日(水) 
学校訪問（本町中学校） 

      【教育指導課】 

 各校（園）を訪問し、教育課程、

保育・学習指導、学校研究、教育課

題等について協議、助言を行う。 

学 校 

訪 問 
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月  日 活動等の名称 活 動 内 容 区分 

１０月３１日(金) 
神奈川県市町村教育委員会連

合会     【教育総務課】 

研修会  

(鎌倉市) 
会 議 

１１月 １日(土) 

   ～４日(火) 

第２７回はだの子ども野外造

形展    【教育指導課】 

市内幼稚園、こども園、保育園、

小・中学校、高等学校の幼児、児童、

生徒の造形作品を野外に展示し観

賞する。 

事 業 

参 加 

１１月 ７日(金) 

子どもの学びを高める授業研究

推進委託校広畑小学校教育研究

報告会 

【教育指導課】 

よりよい指導方法を共有するこ

とで子どもの学びをより高めるこ

とを目的に公開授業研究会等を開

催する。 

会 議 

１１月 ８日(土) 

第２７回インターナショナルフ

ェスティバル 

【教育指導課】 

市内中学校生徒が日常の英語学

習の成果を発表し、外国人とふれあ

うことを通して異文化を理解する

とともに、国際感覚を養う。 

（西公民館） 

事 業 

参 加 

１１月１０日(月) 

子どもの学びを高める授業研究

推進委託校北中学校教育研究報

告会 

【教育指導課】 

よりよい指導方法を共有するこ

とで子どもの学びをより高めるこ

とを目的に公開授業研究会等を開

催する。 

会 議 

１１月１２日(水) 

学校・教育訪問 

(みなみがおか幼稚園) 

【教育総務課・教育指導課】 

教育委員会関係者が、各園・校を

訪問し、管理運営上の諸問題につい

て、情報交換を図るとともに、その

解決に向けて協議及び指導・助言を

行う。 

また、教育課程、保育・学習指導、

学校研究、教育課題等について協議

及び指導、助言を行う。  

学 校 

訪 問 

１１月１４日(金) 
のびゆくみんなの交流会  

【教育指導課】 

特別支援学級に在籍する児童・生

徒が日常の学習の成果を発表し、交

流しあうことを通して、社会性を育

成し、児童・生徒、保護者及び教職

員の交流を図る。  

会 議 

１１月１５日(土) 
第４回いじめを考える児童生

徒委員会  【教育指導課】 

市内小・中学校代表児童・生徒、

教員が集い、いじめ根絶に向けて意

見交換を行う。 

会 議 

１１月２５日(火) 

  ～２６日(水) 
県外視察  【教育指導課】 

本市の学力向上のための方策を

探求するため、全国調査等で好結果

を得ている２都市の取組みについ

て、調査する。 

（福井県坂井市）（石川県小松市） 

事 業 

参 加 

１１月２９日(土) 
第２０回全国報徳サミット真

岡市大会  【生涯学習課】 

基調講演、アトラクション、パネ

ルディスカッション等を行う。 

事 業 

参 加 

１２月１７日(水) 学習会   【教育総務課】 子ども・子育て支援新制度 学習会 

- 14 -



 

月  日 活動等の名称 活 動 内 容 区分 

平成２７年 

 １月 ６日(火) 

２７年新年賀詞交歓会 

        【秘書課】 
新年賀詞交換会への参加 式 典 

１月１２日(月) 
秦野市新成人のつどい 

     【こども育成課】 

新たに成人するものを祝い、励ま

すための式典 
式 典 

１月１６日(金) 
市長との懇談会 

【教育総務課】 

２７年度一般会計予算等につい

て意見交換を行う。 
懇談会 

１月１７日(土) 
教育功労者等表彰式 

【教育総務課】 

本市の教育や学術等の振興に貢

献した個人・団体を表彰する。  
式 典 

１月１７日(土) 
はだのっ子アワード表彰式 

      【教育研究所】 

「はだのっ子アワード事業」

において優秀な成績を修めた個

人を表彰する。 

式 典 

１月２４日(土) 
第６回秦野市ＰＴＡ大会 

      【学校教育課】 
 実践発表、講演会、総評。 

事 業 

参 加 

１月２９日(木) 
学校訪問（渋沢小学校） 

      【教育指導課】 

 各校（園）を訪問し、教育課程、

保育・学習指導、学校研究、教育課

題等について協議、助言を行う。 

学 校 

訪 問 

２月 ２日(月) 

学校・教育訪問 

(西幼稚園) 

【教育総務課・教育指導課】 

教育委員会関係者が、各園・校を

訪問し、管理運営上の諸問題につい

て、情報交換を図るとともに、その

解決に向けて協議及び指導・助言を

行う。 

また、教育課程、保育・学習指導、

学校研究、教育課題等について協議

及び指導、助言を行う。  

学 校 

訪 問 

２月１８日(水) 

学校・教育訪問 

(南幼稚園) 

【教育総務課・教育指導課】 

教育委員会関係者が、各園・校を

訪問し、管理運営上の諸問題につい

て、情報交換を図るとともに、その

解決に向けて協議及び指導・助言を

行う。 

また、教育課程、保育・学習指導、

学校研究、教育課題等について協議

及び指導、助言を行う。  

学 校 

訪 問 

３月 ７日(土) 
二宮尊徳講演会「近世西相模

の報徳仕法   【図書館】 

報徳サミット秦野市大会開催を

記念し、二宮尊徳とその業績につい

ての講演会。 

事 業 

参 加 

３月２４日(火) 
幼小中一貫教育推進検討協議

会     【教育研究所】 

秦野市における幼小中一貫教育

の２６年度の取組報告及び２７年

度の推進についての協議。 

会 議 
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３ 教育委員会の活動状況についての点検・評価 

  平成２６年度における教育委員会の活動状況について、教育委員会の役割、

教育委員会会議の活性化・透明性及び教育に関する情報収集の４つの視点か

ら点検し、教育委員による評価を行いました。 

点検項目   内容 ( )は 25 年度 評価・意見 

教 育 委 員 会
の 役 割 に つ
いて 

指揮監督等 

○指揮監督案件数 

２００件(１５４件) 

○改善・充実等の指示・意見等数 

 １７件(２３件) 

○反映等の結果 

反映・実施１２件(１６件） 

 検討・一部反映 ４件(５件) 

 現状維持・未実施 １件(２件) 

様々な分野の教育委員の立場

から教育に対する判断が偏るこ

とのないよう、広く地域住民の意

向を反映した教育行政の実現に

向けた議論を行い、改善・充実等

の指示や意見を概ね反映させる

ことができたものと考える。 

今後も、教育を取り巻く現状の

把握に努め、課題解決に向けて適

正な活動を行っていく。 

教 育 委 員 会
会 議 の 活 性
化について 

開催回数 

○定例会 １２回(１２回) 

○臨時会  ３回( ４回) 

※規則で定める回数は毎月１回 

欠席委員数 

○延べ １人(延べ０人) 

毎月開催する定例会のほか、緊

急性を要する臨時会を３回開催

した。定例会の開催にあたって

は、会議資料の事前送付を受け、

課題に対する内容を十分に把握

した上で、教育施策の充実に向け

た審議や協議等に努めた。 

また、教育委員会会議のほか、

学校訪問、学習会、各種事業等に

ついて、合計４８回、延べ１０７

人が参加した。中でも学校・教育

訪問では、授業の見学や教職員等

との意見交換などを行い、喫緊の

教育課題について、相互理解、情

報共有に努めた。 

これからも、定例会の一層の活

性化を図るとともに、教育行政全

般にわたり、必要な審議や協議を

行い、慎重かつ迅速な審議に努め

ながら、教育委員会並びに教育委

員の活動のさらなる充実を図っ

ていきたい。 

教育委員会会議以外の活動 

○学校・教育訪問１５回(２３回)延べ１７人（２６人）  

○懇談会   １回（ １回）延べ ５人（ ５人）  

○学習会   ４回 ( ２回）延べ２０人（１０人） 

○会 議  １４回（１２回）延べ２３人（２２人）  

○事業参加 １０回（ ９回）延べ２３人（１９人）  

○式典等   ４回（ ４回）延べ１９人（１９人）  

活性化への取組み 

① 資料は、会議３日前に事前配付 
⇒報告時間の短縮により質疑応答

時間を確保 

②  適正な会議運営に資するため、

教育委員会会議の傍聴者からの

アンケートを集約のうえ配付。 
③ 教育委員会の規則等の改廃は、教

育委員の意見を反映するため、議案

提出の前月定例会で協議事項とし

て提出 

④ 次年度予算は、編成の始まる時期

に協議し、教育委員の意見を反映 

⑤ 次年度予算について市長と懇談 

 

- 16 -



 

点検項目 内容 評価・意見 

教 育 委 員 会
会 議 の 透 明
性について 

傍聴者数 

○延べ２６人(延べ２３人) 教育委員会の透明性の確保

については、会議録等の公開

をはじめ、様々な情報発信を

行う広報活動を行っている。 

教育行政を取り巻く環境は

多様化、複雑化しており、課

題解決に向けて地域と連携し

た取組みが求められる中、本

市教育行政について、市民に

周知する必要性は高くなって

いることから、ホームページ

や広報紙などを活用し、本市

の取り組みや対応状況等の情

報発信の充実を図り、透明性

の確保に努める。 

会議録の公開 

○会議録承認後、ホームページ及び

市役所内にある行政情報閲覧コ

ーナーで公開 

情報発信 

○教育委員の名簿をはじめ、教育委員

会の概要を「秦野の教育」として、

市ホームページで紹介 

○教育委員会の開催日時、予定される

議題等をホームページに事前掲載

し、公告 

教育に関す
る情報収集
について 

視察等 

① 事務局の学校・教育訪問等に教育

委員が同行し、学校現場の状況を

把握 
１５回(２３回) 

②教育施策等の視察を実施 

１回(１回) 

 学校・教育訪問等に教育委員

が同行し、子どもたちが安

全・安心な学校生活を送れる

よう、引き続き、教職員や児童

生徒の意見を聴く場に積極的に

参加するとともに、本市が抱

える課題に対し、有効な手立

てを模索するため、実際に効

果が表れている自治体の取組

みを視察するなど、教育課題

等の見識を深めていく。 

研修会等への参加 

○必要に応じ、研修会等へ参加 

２回(２回) 
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教育委員会の活動状況に対する総合評価 

本市教育委員会が所管する学校教育及び社会教育の分野における施策方

針や事業決定について、偏りがなく、中立的なものとするため、広く地域

住民の意向を踏まえた中で、教育委員が審議や協議等を行いながら、適正

な活動や組織運営に努めている。 

教育委員会制度については、約６０年ぶりに抜本的な見直しが行われ、

「政治的中立性の確保」、「継続性・安定性の確保」、「住民の意の反映」の

３つの大原則はそのままに、教育行政における責任体制の明確化や教育委

員会の審議の活性化、地域の民意を代表する首長との連携の強化などが図

られることとなった。 

本市では、教育委員会制度が見直される前から、次年度予算について、

市長と懇談の場を持つことにより、連携強化を図るとともに、教育委員の

チェック機能の強化のため、法律に明文化される前から、教育長が委任さ

れた事務の管理・執行状況について教育委員会に報告や教育委員会の規則

等の改廃時には議案提出する前に事前に協議するなど、教育委員の意見を

広く反映できる体制づくりをし、教育委員会会議がより活発な議論となる

よう、努めているところである。なお、今回の法改正を契機に、市長部局

とより密な連携を構築することで、多様化・複雑化する教育課題に対し、

適切に取り組んでいくとともに、本市教育の充実、向上に努めていきたい

と考えている。 

２６年度においては、教育委員会会議のほか、教育課題等の見識を深め

るため、学力向上の効果が表れている自治体への視察を行い、その取組み

を調査研究し、本市の今後の取組みについて検討した。また、子ども・子

育て支援新制度や今後の公立幼稚園のあり方など、年４回学習会を開催し、

現状把握に努め、意見交換するなど情報共有を図った。 

引き続き、地域や教育現場の実情に即した教育施策の実現に向けて、教育施策に

関する情報や知識を習得するため、定例会の一層の活性化を図るとともに、必要な

審議や協議を行い、教育委員会並びに教育委員の活動のさらなる充実を図ってい

く。  
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第３章 平成２６年度主要施策 

 

１ 「平成２６年度主要施策」の点検・評価 

(1) 自己点検・評価 

 ア 平成２６年度主要施策について、事務局各課等が点検・評価シートによ

り、自己点検・評価を実施しました。 

 

 イ 自己点検・評価をするに当たり、「達成度、必要性、代替度、効率性、課

題・問題点」の５項目について、教育委員会事務局の担当課等及び部長の

評価をＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で自己点検・評価を行った上で、自己総合

評価を行いました。 

 

(2) 教育施策点検・評価会議  

 ア ＰＴＡ役員や元学校長の学校教育関係者、社会教育委員、図書館協議会

委員で組織する「教育施策点検・評価会議」において、教育委員会事務局

各課等が自己点検・評価した主要施策の客観的な評価を行いました。 

 

 イ 教育施策点検・評価会議においても、自己評価と同様に、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄの４段階での評価を行いました。 

  

 (3) 教育委員の評価 

 ア 点検・評価の方法 

     平成２６年度の主要施策に関する個別事業について、各担当課等の自

己評価に教育施策点検・評価会議の評価を加えて作成した「点検・評価

シート」をもとに学習会を実施し、教育委員と担当課等が相互に意見交

換をし、各施策についての点検・評価を行いました。 

   

イ 点検・評価の表記 

  (ｱ) 文章表記（要旨） 

    各教育委員から出された意見、要望、協議内容等を列記しています。 

  (ｲ) ４段階評価（ランク） 

    各項目について、次表のとおり、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４つのランクでの

教育委員会としての評価を行いました。 
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ランク 評価Ａ～Ｄの内容について 

Ａ 
期待以上の成果（拡充して実施） 
・施策としての必要性や要求度が高い事業が行われた。 
・当初の計画より拡充して実施することができ、優れた取組みが多く見られた。 

Ｂ 

一定以上の成果（継続して実施） 
・目標に即した具体的な成果が十分に表れている。 
・施策に対する要求が高く、継続的に実施する必要がある。 
・（単年度事業）当初の目的を達成し、事業が完了した。 

Ｃ 

課題等あり（改善の上実施） 
・施策としての必要性や要求度はあり、取組み方法等を見直すことにより、今以
上に成果が上がると考えられる。 

・施策推進の計画や方法を再考し、継続的に取組む必要がある。 
・成果が上がっているが、課題もあり、工夫・改善が必要である。 
・事業を統合することで、より効果的に実施できる。 
・（単年度事業）成果は上がっているが、課題が残った。 

Ｄ 
成果が低い(廃止を検討) 
・施策に対する要求度が低く、現時点で必要ないと考える。 
・成果がほとんど上がっていない。内容の抜本的見直しが必要である。 

    

(ｳ) 平成２６年度主要施策の点検・評価結果 

    Ａ評価： ２施策 

    Ｂ評価：１８施策 

    Ｃ評価： １施策 

    Ｄ評価： なし 

    この評価結果を今後の施策実施に反映し、市民ニーズを的確に捉え、 

常に工夫改善をすべきと考えます。 
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(4) 平成２６年度主要施策一覧 

№ 施  策  名 評価 

１ 幼児、児童及び生徒が安心して、安全に学校生活を送り、快適で充実し

た学習ができる教育環境を計画的に整備します。 

１ 西中学校屋内運動場等複合施設整備事業 Ｃ 

２ 学校教育施設等の整備 Ｂ 

３ 教材整備等による教育環境の整備 Ｂ 

４ 安全･安心な学校給食の推進 Ｂ 

２ 人権尊重、人間教育を基盤とした教育実践の継続により、いじめや不登

校のない学校教育の充実を図ります。 

５ いじめ・不登校対策事業の推進 Ｂ 

６ 問題行動等対策事業の充実 Ｂ 

７ 道徳教育・人権教育の推進 Ｂ 

８ 郷土の特性を活かした育成事業の実施 Ｂ 

９ 幼児教育の充実 Ｂ 

３ 幼小中一貫教育を推進するとともに、子ども一人ひとりに対応した教育

の充実を図ります。 

10 幼小中一貫教育の推進 Ｂ 

11 学力の定着・向上及び学習支援の充実 Ｂ 

12 特別支援教育の推進 Ｂ 

13 小中学校外国語活動の充実 Ａ 

４ 市民の自主的主体的な学習活動を支援するとともに、地域、学校、行政

の連携による事業を実施し、生涯学習の推進を図ります。 

14 市民の文化活動の支援 Ｂ 

15 公民館活動の充実 Ａ 

16 報徳思想の学習・活動経費 Ｂ 

17 文化財の調査、保存、普及啓発事業の実施 Ｂ 

18 桜土手古墳展示館の整備 Ｂ 

５ 快適で市民の役に立つ図書館を目指し、図書館サービスを充実します。 

19 読書活動の支援 Ｂ 

20 特色ある図書館活動の推進 Ｂ 

21 長寿命化改修計画に基づく設備更新 Ｂ 
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施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的

　秦野市公共施設再配置計画のシンボル事業の1つとして、秦野市立西中学校屋内運動
場、武道場、プール及び秦野市立西公民館を複合化し、また、隣接する公共用地（消防
署、忠魂碑）を含め、公共施設の集約及び供用化によるコミュニティ拠点を形成する。
　なお、この複合施設整備は、将来を見据えた新たな形態の公共施設整備の指針となる
モデル事業として位置づけ取組む。

取組
内容

・本事業の基本計画の策定及び対象敷地上の校舎を解体し、地盤を整備した。
　○義務教育施設と地域施設の複合化に関する基本計画等策定支援業務　8,440,200円
　○西中学校第１棟ほか解体等工事　　20,183,904円
　○西中学校屋内運動場等複合施設敷地測量委託業務　4,039,200円
　○企画提案型事業審査会委員報酬及び旅費等　　計　76,286円
・複合施設を整備するに当たり、西地区関係団体の代表者（16名）から意見等を求める
　ことを目的とした複合施設整備推進懇話会を設置し、協議を行った（12回開催）
・事業経過
　 平成26年10月16日　　 基本方針を策定
　 平成27年1月16日　　　募集要項等公表
　 平成27年2月26～27日　参加表明の受付
　 平成27年3月12日　　　参加資格の決定・通知

効果

　平成27年1月に施設の設計・建設から運営維持までを包括して性能発注するＤＢＯ方式
による事業者募集に対し、事業者から参加表明があり、3月に債務負担行為の設定を行っ
たが、5月1日付で応募辞退届が提出された。
　今後は辞退に至った原因の分析を行い、社会経済状況の先行きを踏まえた上でスケ
ジュール及び事業手法等について十分な検討した上で引き続き、事業の推進に努める。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№1

西中学校屋内運動場等複合施設整備事業 主管課名 教育総務課

予算
事業

09・01・02・0104　西中学校屋内運動場等複合施設整備事業費

対象者 市民

対象者数

9,000 39,907 4,337

決算額 7,875 4,704 32,740 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　民間活力を最大限利用した新しい公共施設整備を目指し、従来の手法と比較して15％
程度の経費削減が見込めるＤＢＯ方式を採用した。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 8,203

執行率（％） 96.0 52.3 82.1 ―

削減率
15％

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

施
策
の
目
標

２６年度
実績値

２７年度
目標値

事業費の削減効果率
（ＶＦＭ)

従来手法（ＰＳ
Ｃ）とＤＢＯ方式
の財政額の試算
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評価

Ｃ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｄ Ｄ

　参加表明後に事業者が辞退して
しまったことにより、事業手法や
内容、スケジュール等の見直しを
余儀なくされた。（凡　例）

Ａ 期待以上　Ｂ 達成　Ｃ 概ね達成　Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ｃ Ｃ

　民間活力の有効性を重視しつつ
も市による従来通りの手法による
整備も視野に入れて検討する必要
がある。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ｂ Ｂ

　老朽化する学校施設等の整備は
急務であるため、公共施設再配置
の考え方を基本に、今後の方向性
を早急に定め、事業を推進する必
要がある。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い　Ｃ ある　Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｄ Ｄ
　新しい事業手法に対し、計画段
階から各関係部課との連携を図っ
ていくことが重要である。（凡　例）

Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ａ

　財政的な負担の軽減を図るた
め、民間による管理委託を含め、
効率的・効果的な事業手法を選択
した。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｃ

　新たな本市公共施設の整備手法として取り組んだ本事業の事業者募集が
結果的に成立しなかったことは非常に残念である。
　26年度に策定した基本方針において示した、「学校と地域が相互に連
携・協力し、ともに学び、ともに支えあう地域コミュニティづくりの拠点
施設」とした基本的な考え方に基づき、事業内容等の必要な修正・見直し
を行った上で、当初の計画から大きく遅れることないよう事業実施を図ら
れたい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｃ

　事業者の辞退により、計画に支障が生じている状況にあるが、これを機
に関係者及び地域住民の方の意見を十分取り入れ、市による従来通りの手
法による整備等の効率的、効果的な事業手法を選択するなど必要な見直し
改善を行い、事業の速やかな推進を図られたい。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約14,800人

施
策
の
概
要

目的

　本市の学校施設の多くは、昭和40年代から50年代前半の児童生徒数の急増期に建設し
ており、施設の経年劣化が進んでいるため、子どもたちが安全・安心で快適な学習環境
の中で教育を受けることができるよう、学校施設の計画的な改修等を実施し、施設の長
寿命化と施設環境の向上を図る。

取組
内容

　小中学校及び幼稚園施設の長寿命化を図るとともに、安全・安心な学校づくりを進め
るため、25工事を実施した。また、国庫支出金を活用し、市内全小中学校普通教室への
空調設備設置工事、小学校3校・中学校2校の屋内運動場照明設備更新工事（ＬＥＤ照明
化）及び南中学校・東中学校の格技室天井改修工事を実施した。そのほか、学校が防災
拠点であることから県費補助金を活用し、北小学校及び鶴巻小学校に太陽光発電設備及
び蓄電池設備設置工事を実施した。
　○小学校施設改修工事及び空調設備整備事業 751,552,668円（計25工事）
　○中学校施設改修工事及び空調設備整備事業 448,339,968円（計20工事）
　○幼稚園施設改修工事 4,954,372円（計2工事）
※その他小中学校及び幼稚園の修繕工事費（36,502,188円）

効果

【空調設備導入について】
　近年の猛暑により児童・生徒の健康や学習環境への影響が懸念されていたが、小中学
校22校の普通教室等に空調設備を導入したことで学習環境の向上を図ることができた。
【施設改修について】
　改修工事と小規模な修繕工事を別予算としていることで、施設の長寿命化を図るとと
もに学校からの緊急的な要望にも早期の対応が出来ている。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№2

学校教育施設等の整備 主管課名 教育総務課

予算
事業

09・02・04・0100小学校施設改修事業費（25年度繰越明許含む）
09・03・04・0100中学校施設改修事業費（25年度繰越明許含む）
09・04・03・0100幼稚園施設改修事業費
09・02・04・0200小学校空調設備整備事業費（25年度繰越明許）
09・03・04・0200中学校空調設備整備事業費（25年度繰越明許）

対象者
市立小中学校・

幼稚園

対象者数

467,836 1,399,920 236,272

決算額 524,669 396,614 1,204,848 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　本市は国の平成25年度補正予算を活用し、26年度に空調設備設置工事を実施したが、
国の27年度当初予算では本事業における国庫補助事業の採択を受けた県内の市町村はな
く、前倒しで事業を進めたことにより、市の一般財源の負担軽減を図ることができた。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 986,959

執行率（％） 53.2 84.8 86.1 ―

52.6% 73.7% 100%

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

施
策
の
目
標

２６年度
実績値

２７年度
目標値

屋内運動場のＬＥＤ
照明化

屋内運動場19か所 5.3%
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｂ Ａ
　順次、計画的に改修工事を実施
している。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ａ Ａ
施設の維持・管理については、学
校設置者である市が行う必要があ
る。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ Ａ
　施設の老朽化に対応した改修は
不可欠であり、計画的に取り組む
必要がある。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｃ Ｃ

　施設の劣化の進行は、日頃の管
理状況が大きく影響するため、学
校現場と連携をし、日々のメンテ
ナンスを強化していく必要があ
る。

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ａ Ａ
　国の補助金を活用するため、常
に国の動向を把握した中で財源確
保に努めている。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　近隣の他市に先駆けて学校施設への空調設備の導入は評価できる。今後
は快適な学習環境を生かし、学習効果の向上につなげる取組みを期待して
いる。また、学校施設の改修・整備は、今後も最優先課題として継続的か
つ計画的に取り組まれたい。
　引き続き、国庫補助制度を活用した大規模な改修工事と、早期・緊急的
に対応する修繕工事を組み合わせて、学校施設の長寿命化に努められた
い。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ
　小中学校全校の普通教室へ空調設備が導入されたことにより、児童・生
徒の学習効果が高まっている。しかしながら、施設の経年劣化が進んでい
ることも事実であり、将来を見通した改修計画を着実に進められたい。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

12,575人
（H26.5.1)

施
策
の
概
要

目的
　小・中学校教育に必要な教材・教具の整備、学校図書館充実のための学校司書の配置
など、教育環境の整備を推進し、教育活動の充実を図る。

取組
内容

　子どもたちの確かな学力の育成を図るために、学校教材の安定的で計画的な整備を実
施、推進するために、児童・生徒が教育に必要な教材・教具の予算を維持し、各学校の
教材備品を整備した。
　また、小・中学校の学校図書館には、学校司書11人を週4日1校当たり2日、全22校に継
続的に配置するとともに、各学校では、校内で選書した図書を購入し、蔵書の充実に努
めた。その他、生徒が関東・全国大会に参加するための派遣費として補助を行い、体育
活動の振興を図った。

効果
　子どもたちの教育環境を整備することにより、教育効果を高め、児童・生徒の基礎的
基本的な学習理解に役立っている。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№3

教材整備等による教育環境の整備 主管課名 学校教育課

予算
事業

09・02・01・0202　小学校教育費
09・03・01・0202　中学校教育費

対象者 市立小中学校22校

対象者数

２６年度
工夫・改善

事項

　児童・生徒に必要な教科用等備品を整備し、教育活動の充実を図った。特に中学校の
楽器について26年度からの3年間で集中的かつ計画的に整備していく。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 85,411

98.0 ―

施
策
の
目
標

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

87,318 80,853 105,947

決算額 83,061 83,379 79,276 ―

２６年度
実績値

２７年度
目標値

学校司書
司書教諭を学校図書館専
任として配置が困難なた
め、市が学校司書を配置

11人 11人 11人 11人

執行率（％） 97.2 95.5

図書蔵書数（中学校）
学校図書館図書標準に基
づいた蔵書数との比較 93.2% 94.3% ― 100%

4,592

図書蔵書数（小学校）
学校図書館図書標準に基
づいた蔵書数との比較 89.8% 91.0% ― 100%

小・中学校備品購入費
（教科用備品）

予算（小学校）：千円 1,878 2,340 2,545 4,267

予算（中学校）：千円 1,300 1,620 5,465
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｂ Ｂ
　必要な教材・教具など教育環境
の整備は達成はできている。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ａ Ｂ
　教育環境の整備は市の役割であ
り、代替性はない。

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ｂ Ｂ

　引き続き授業に支障がないよう
に、必要な教材、教具を整備し、
教育活動の充実に努める必要があ
る。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｃ Ｃ

　教育活動の充実のため、各学校
から教材や教具に関する予算要望
はあるが、厳しい財政状況の中、
要望通りの予算化は難しい。（凡　例）

Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ
　市立小・中学校の児童、生徒が
対象であり、必要最低限の整備を
推進し、概ね適正である。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　限られた財源の中、平成26年度から3年間予算を増額し、学校と調
整のうえ中学校の楽器を計画的に整備することは評価できる。ま
た、最近は推薦図書等を多く紹介している教科書も多いので、学校
図書館で何が必要なのか学校側とも充分に調整し、少ない予算の中
で、継続的にまた計画的な執行ができるよう工夫されたい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　予算配当枠内における学校裁量が実施されたことにより、児童生徒の実
態に応じた教材整備等が実現できつつあるが、授業内容が変わる中で、必
要な教材整備が追い付いていない面もあるので、予算編成のヒアリングの
みならず、学校現場の視察や情報交換の場が必要である。予算配分につい
て、楽器の購入など校長会の意思決定を反映したり、部活動等の派遣費等
の補助として予算計上されていることも評価できる。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

8,416人

施
策
の
概
要

目的
　学校教育法に基づき、児童の心身の健全な発達に資するため、自校調理方式を継続
し、安全性、衛生管理の確保に努め、委託校9校及び直営方式4校での給食を実施する。

取組
内容

・「新行革推進プラン」を受け、策定した民間委託実施計画に基づき、本町小、堀川
小、大根小、南小、鶴巻小、西小、渋沢小、北小、末広小の9校で給食調理業務の民間委
託について計画的に取り組んだ。また職員の早期退職状況を踏まえ、民間委託の前倒し
や拡大を図った。
・学校給食のより一層の安全・安心を確保するため、給食食材の産地公表及び児童に提
供した給食の放射性物質の検査を継続して実施した。
・JAはだの、生産者団体及び地元納入業者との連携を図り、学校給食への地場農産物の
導入を進めている。
・給食室・給食設備の経年劣化に対応するため、計画的に改修工事を実施しており、平
成26年度は、鶴巻小学校の給食室等の改修工事、東小学校の給食用小荷物専用昇降機改
修工事、北小・東小学校給食室給湯器更新工事、設置工事を実施した。
・食物アレルギーによる給食死亡事故を受け、市独自に5回の食物アレルギー研修会を行
い、食物アレルギーに対する職員の知識と理解を深めた。

効果

　給食調理員の退職者不補充の中で、安全・安心な学校給食を実施するため、給食調理業務の
委託化を推進し、目標を上回る人件費の削減を図ることが出来た。また、児童に提供した給食の
放射性物質の検査を実施し、検査結果をホームページ等で公表することにより、学校給食の安
全・安心の確保に努めた。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№4

安全・安心な学校給食の推進 主管課名 学校教育課

予算
事業

09・02・02・0201　給食調理経費
09・02・02・0202　給食設備等維持管理費
09・02・02・0204　給食事務費

対象者 市立小学校13校

対象者数

222,915 241,801 240,181

決算額 212,922 218,168 231,083 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　食物アレルギーについては、教職員が神奈川県主催の研修に参加することにより、学
校での緊急時対応が迅速にできるようにしているが、県の研修とは別に市独自の食物ア
レルギーの基礎知識と緊急時のエピペン対応に関する知識・技術の習得を目的とした研
修を5回実施した。また、近年、食物アレルギーによる給食死亡事故も起きていることか
ら、その対応の重要性を鑑み、今後も研修や講演会を継続して実施していく。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 219,476

執行率（％） 97.0 97.9 95.6 ―

8校 9校 9校

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

学校給食における地
場産物の使用割合 総合計画 26.9% 29.4%

給食室を改修する小
学校数

総合計画 1校 1校 1校 2校

施
策
の
目
標

31.5% 30%以上

２６年度
実績値

２７年度
目標値

調理業務委託校数
実施計画に基づ
き、委託化を推進
する

8校
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ａ Ａ

　計画通り、給食調理業務の委託
化を実施している。
　また、委託化により、人件費の
削減が図られた。（凡　例）

Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ａ Ａ

　給食調理業務を民間業者に委託
することにより、民間のノウハウを取り
入れながら、安全安心な給食の提供
ができる。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ Ａ

　委託化により、大幅な人件費の
削減が図られ、非常に高い効果が
期待されることから、今後も退職
等の状況を踏まえ委託化を進めて
いく。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ａ Ｂ

・毎年の委託化は難しいが、退職
早期退職者等の状況を踏まえ、給
食調理業務の委託化を実施する。
・異物混入を防ぎ安全安心な給食
を提供するため、給食調理室等の
環境整備を図る必要がある。

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ａ Ａ
　行革推進プランに基づき、給食
調理業務の民間委託を推進してい
る。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　食物アレルギーを持つ児童が増える中、「小学校給食における食物アレ
ルギー対応マニュアル」を作成し、全校統一した取り扱い基準を明確にし
運用することで、学校・保護者が共通認識を持って取り組めるようになっ
たことは評価できる。また、食物アレルギー症状に対処するため、教職員
にエピペンを使用した研修会を実施するなど危機管理意識を高めており、
今後も継続して意識向上に努めてほしい。
　異物混入を防ぎ、安全安心な給食を提供するため、手順の確認や調理器
具の点検を怠ることなく、マニュアルの順守に努めて欲しい。また食育の
一環でもある地場産野菜の活用を推進し、秦野市として特色のある美味し
い給食の提供に尽力されたい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　委託することで経費削減を図り、給食の質を維持したまま、設備投資に
充てられれば良い。施設設備の改修や備品購入については、計画的な側面
は理解できるが、安全性、緊急性を考えた時、現場の声を十分加味した上
で決定して欲しい。食物アレルギーについて、職員研修が取り上げられて
いるが、学校給食会とともに「食物アレルギー検討委員会」を立ち上げ、
マニュアルを作成し、27年度につなげた取り組みは評価できる。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

【単位：千円】

決算額

予算額

執行率（％）

相談件数
全小学校の全児童数
の７％

977 890 708 900

162 （集計中） 90

２７年度
目標値

いじめ認知件数
文部科学省問題行動
等生徒指導上の諸問
題に関する調査から

92 98 （集計中） 90

（集計中） 100%
文部科学省問題行動
等生徒指導上の諸問
題に関する調査から

100% 96.9%

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№5

いじめ・不登校対策の推進 主管課名 教育指導課

予算
事業

09・01・02・1200　いじめ・不登校対策事業費
09・01・03・0201　教育支援教室運営経費

対象者
小・中学校児童・

生徒・教職員

対象者数 約14,200人

施
策
の
概
要

目的

・いじめ、暴力行為などの問題行動や不登校に対し、学校、教育委員会、関係機関等が
連携して、未然防止、緊急対応、事後指導の各段階において、適切な対策を推進するこ
とができるようにする。
・不登校及び不登校傾向にある児童・生徒の将来の社会的自立に向け、学校生活（社会
生活）に適応できるように支援・指導することを目的とし、教育支援教室いずみを運営
する。

取組
内容

・小中学校の教員を対象に、2日間ソーシャルスキル研修会を開催するとともに、いじめ
巡回相談事業により臨床心理士、学校心理士を講師として派遣して、学校が抱える具体
的な支援や教育相談の方法について指導を行った。
・自立支援教室事業を展開し、不登校生徒の支援を行い、問題行動の未然防止を図り、
不登校児童生徒を抱え悩んでいる保護者への支援を行った。
・すべての小中学校代表で「いじめを考える児童生徒委員会」を組織し、子どもたちの
主体性を生かしたいじめ根絶の取組みを進めたり、意見交換を行い未然防止を図るとと
もに、いじめ・不登校改善を目的として市内1中学校区に研究委託を行い、中学校区の小
中学校が連携をしながら具体的な改善策について研究した。
・本市のいじめ防止等の対策を総合的かつ効果的に推進するための「秦野市いじめ防止
基本方針」策定に取組んだ。

効果

・ソーシャルスキル研修会やいじめ巡回相談事業では、若い教職員が増加している現
在、児童生徒間の人間関係づくり、教師と児童生徒との人間関係作りに役立っている。
・学校・家庭が不登校児童生徒について悩んでいるところへ自立支援教室事業では、不
登校児童生徒への支援を行い学校復帰に結び付けることができた。

16,554

―

２４年度

「秦野市いじめ防止基本方針」に児童生徒からの視点を加えるため「いじめを考える児
童生徒委員会」での話し合いに取り組んだ。また、巡回教育支援相談員を教育支援教室
「いずみ」にも配置し、各小中学校との情報交換・連携の向上を図った。さらに、いじ
め対策等巡回教育相談事業では、現状に合わせ委嘱する臨床心理士を増員し、相談事業
の実施による児童生徒理解の向上を図った。

２６年度
工夫・改善

事項

―

16,302

16,056

98.5

16,262

16,013

98.5

施
策
の
目
標

指標名

12,612

12,008

95.2

設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

不登校児童生徒数
文部科学省問題行動
等生徒指導上の諸問
題に関する調査から

152

施
策
の
経
費

２７年度
（予算）

２５年度 ２６年度

２６年度
実績値

いじめ解消率
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評価

Ｂ

評価

評価

効率性

代替性

課題・
問題点

Ｃ

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

必要性

達成度

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

自己
評価

部長
評価

左の主な理由事業の評価項目

教育委員の評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　いじめの認知件数の目標設定は100％であってほしい。先生方が児童生
徒と向き合える時間を確保できるよう十分配慮頂きたい。「秦野市いじめ
防止基本方針」の策定を軸に、「いじめを考える児童生徒委員会」や
「ソーシャルスキル研修会」の開催など、その取組みに一定の評価ができ
るが、そもそもこの事業の性質上終わりがないものであり、引き続き各々
の事業を精査し、事業の効果が最大限発揮できるよう取り組まれたい。

　いじめ撲滅はたいへん難しいと思われるが、秦野市からいじめがなくな
るよう、「秦野市いじめ防止基本方針」に基づき、一歩一歩進めていただ
きたい。特に子どもたちが主体となっていじめ撲滅を目指す、「いじめを
考える児童生徒委員会」の取組みは重要なので、継続して取り組んでいた
だきたい。
　子どもたちが困ったとき、先生に気楽に相談ができるよう、先生方と子
どもたちとの良好な人間関係をさらに深めていただきたい。子どもたちの
コミュニケーション能力・社会性を高めるために実施している「ソーシャ
ルスキル研修会」は今後も継続して実施していただきたい。

　評価に関する意見

Ｂ

自己総合評価
（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｃ

　未然防止は最大の対応策であ
り、継続的な取組や支援が必要と
考えられる。そのために関係機
関・地域とどのように連携を深め
ていくかの課題がある。

　子どもの命にもかかわるいじ
め、不登校等の対策については重
点的に継続的に取り組むことが求
められている。

　子どもが抱える問題は多種多様
であり、今後も学校に求められる
役割は増大する一方である。いじ
め、不登校、問題行動の指導・支
援は学校を含めた社会全体に関す
る国民的な課題である。

　全ての児童生徒にとり、学校が
安全安心な場であるために、様々
な支援を行うことが求められてい
る。

　いじめはどのこどもにも、どの
学校でも起こりうるという考えの
もと、最大の対応策である未然防
止に取り組まなければならない。

Ａ

ＣＢ

Ｃ
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施策名

２７年度
目標値

中学校派遣人数
神奈川県児童・生徒の問
題行動等の調査による実
態の把握

2人 4人 4人 6人

２５年度
実績値

２６年度
実績値

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

60件
神奈川県児童・生徒の問
題行動等の調査による実
態の把握

93件中学校暴力行為件数 103件

　「いじめ防止対策推進法」に基づき策定した各学校の「学校いじめ防止基本方針」に
より、いじめに関するわずかな兆候や懸念、児童生徒からの訴えを組織として対応し、
いじめ防止等（暴力行為、いじめ、不登校等の未然防止、対応なども含む）のために取
組んだ。

２６年度
工夫・改善

事項

施
策
の
経
費

２７年度
（予算）

２５年度 ２６年度

1,701

1,665

97.9 ―

4,576

4,510

98.6

4,576

4,354

95.1

【単位：千円】

決算額

予算額

執行率（％）

6,923

―

２４年度

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№6

問題行動等対策事業の充実 主管課名 教育指導課

施
策
の
概
要

目的
　問題行動を繰り返す児童・生徒への対応・支援を中心として、学校において発生する
様々な問題に対処するため、問題行動等対策指導助手派遣事業を推進する。

取組
内容

　引き続き本町・西・大根・渋沢の4中学校に問題行動等対策指導助手を派遣し、中学校
生徒指導担当教諭の業務支援を行う。
(1)　中学校生徒の生活指導の補助
(2)　校内及び地域のパトロール補助
(3)　個別支援の補助
(4)　校内環境整備　　　　　等

効果

　問題行動等対策指導助手を派遣することにより、問題行動を繰り返す児童・生徒への
対応ができ、丁寧で細やかな対応・支援が可能となっている。また、生徒指導担当教職
員の時間的な余裕が増加し、生徒理解を深めることができ、学校において発生する様々
な問題行動を初期段階で対応し、重大化を未然に防ぐことに貢献できている。

予算
事業

09・01・02・1400　問題行動等対策指導助手派遣事業費

対象者
本町・西・大根・渋沢中

学校生徒・教職員

対象者数 約2,500人

施
策
の
目
標

（集計中）
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評価

Ｂ

評価

評価

教育委員の評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　問題行動等対策指導助手を配置することは、教員の多忙化が見られる学
校において、問題行動等対策指導助手が意欲的に生徒の指導援助に関わる
ことで、生徒指導のコーディネーターとして中心的な役割を担う生徒指導
担当教職員の負担を軽減し、学校の秩序を乱す児童・生徒への初期対応や
重大化防止に効果があり、一定の評価ができる。深刻・重大な少年犯罪が
増加するなか、その未然防止と学校の秩序と安定確保のためにも、なお一
層の拡充を図られたい。

　中学校への問題行動等対策指導助手配置は、生徒指導担当教員の負担軽
減を図るだけでなく、暴力行為や授業離脱等の問題行動の未然防止・早期
対応につながっている。中学校全校に問題行動等対策指導助手の配置が望
ましい。秦野市においても、教職員年齢の二極化が見られる中、ベテラン
教員の指導力をいかに若い教職員に伝えていくかということも、大きな課
題と思われる。

　評価に関する意見

Ｂ

　派遣した学校からは継続的な派
遣の要請があり、初期段階での問
題行動への対応が可能となってお
り、学校からの期待は大きなもの
がある。

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

　本事業は課題抱えている生徒と
のかかわりとなるので、教員とは
違った視点での生徒支援が望まれ
るが人材の確保求められる。

　課題を抱えている生徒に丁寧に
対応ができる教職員の数は限られ
ている。課題を抱える生徒への対
応が不十分になると他の生徒の学
習権を侵害するため、指導助手の
存在は大きい。

　この事業は、課題を抱える生徒
へ寄り添い、生徒理解による人間
関係を構築することが大切になる
ことから、現状での事業形態が望
ましいと考える。

自己総合評価

課題・
問題点

Ａ

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い

効率性

代替性

必要性

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

　派遣した指導助手は、課題を抱
えた生徒に丁寧に寄り添い、良好
な人間関係を構築し、問題行動の
未然防止につながっていると派遣
校から評価を受けている。

Ｃ

Ａ

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

自己
評価

部長
評価

Ｃ

左の主な理由事業の評価項目

達成度
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施策名

２７年度
目標値

人権問題講演会への
参加人数

全小中学校から1人
参加

22人 22人 22人 22人

２５年度
実績値

２６年度
実績値

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

1人
市教委としての参加
体制

1人

人権教育研修会への
参加人数

全幼稚園・小中学校
から1人以上参加(年3
回）

115人

全国人権・同和教育
研究大会への参加人
数

1人

113人

　「自分の大切さとともに他の人の大切さを認めること」をキーワードとし、人権につ
いての知識だけでなく、参加体験型学習を生かす等子どもたち自身が自分のこととして
考えられるような人権教育を各園校でより推進し、園校全体で実践できるような研修を
行うとともに、資料等の情報提供に努めた。
　

２６年度
工夫・改善

事項

施
策
の
経
費

２７年度
（予算）

２５年度 ２６年度

554

325

58.7 ―

704

535

76.0

543

443

81.6

【単位：千円】

決算額

予算額

執行率（％）

557

―

２４年度

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№7

道徳教育・人権教育の推進 主管課名
教育指導課
生涯学習課

施
策
の
概
要

目的

　各学校において様々な角度から「いのち」を大切にする心を育み、全教育活動を通し
て進められる道徳教育を柱に、児童・生徒の実態や発達の段階に応じた創意工夫のある
取り組みを推進する。全国や県内の人権教育研修会に参加し、最新の人権課題を認識す
ることで、教職員の人権意識の向上を図る。また、教職員を対象とした担当者会と研修
会を実施し、人権意識の向上を図る。さらに、人権にかかわる講演会や公民館での展示
等を行い、広く市民への人権意識の向上を図る。

取組
内容

・教科指導訪問及び学校訪問等において道徳教育・人権教育の推進についての助言等を
行った。
・各種研修会、研究会等に参加し、人権課題についての知識を広げるとともに人権教育
の取組みについての情報共有に努めた。
・人権講演会を開催した。
・各公民館において、人権に関するビデオ観賞会やパネル展示等を行い、市民への啓発
を図った。

効果

　道徳教育、人権教育については、学校で参加体験型学習を取り入れて、児童生徒の人
権感覚を豊かにするような取組みを行ったり、夏季に人権教育に関する研修を行う等、
各校の人権についての重要性の意識が高まっていくことが期待できる。
　「いのち」の授業を計画的に実践することで児童生徒に「いのち」を大切さにする
心、他人を思いやるあたたかな心を育み、豊かな人間性の育成ににつなげることができ
る。

予算
事業

09・01・02・0300　教育指導運営費
09・05・01・0800　社会教育事務費

対象者
教職員及び

園児・児童・生徒

対象者数 約14,800人

108人 108人

施
策
の
目
標

1人
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評価

Ｂ

評価

評価

教育委員の評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　平成26年度は、参加体験型学習が充実して展開できるように取り組み、
新採用教員研修会等の中でも取り上げている。また人権に関する資料など
を作成して、市民に情報提供するなどしているが、保護者に向けても広く
周知してほしい。

　児童や生徒、家庭をはじめ、市民に対する啓発活動を展開するほか、全
国人権・同和教育研究会にも参加するなど、積極的な取組みを展開してい
る。人権・道徳については、教育活動全般を通して取り扱っているが、い
じめがゼロにならない現状を鑑み、命の大切さを中心に、あらゆる機会・
場面において、継続して取り扱っていただくとともに、教職員に対する人
権教育研修については、新採用教員研修会をはじめ、広く行っていただき
たい。

　評価に関する意見

Ｂ

　教職員が人権意識を高め、知識
を広げることは重要である。ま
た、子どもの自己肯定感を高める
ことは学力の向上、いじめ等の未
然防止にもつながる大変重要な取
組みである。

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

　全国人権・同和研究大会への参
加について、開催県が毎年変わる
ために旅費に変動がある。

　道徳教育、人権教育の重要性が
言われる中、最新の情報について
把握するとともに、担当者だけで
はなく、校内で情報を共有し意識
を高めることが必要である。

　道徳教育・人権教育については
校内研修会等、学校ごとに必要な
課題について、関係課との連携を
密にしながら取り組むことができ
る。

自己総合評価

課題・
問題点

Ｂ

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い

効率性

代替性

必要性

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

　道徳教育、人権教育の重要性が
言われる中、最新の情報について
把握するとともに、担当者だけで
はなく、校内で情報を共有し意識
を高めることが必要である。

Ｂ

Ａ

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

自己
評価

部長
評価

Ａ

左の主な理由事業の評価項目

達成度
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施策名

約14,800人

施
策
の
概
要

目的

①秦野市の自然環境を活かした自然体験型の環境教育を進めるとともに、地域特性を生
かした幼小中の連携した活動を行う。
②秦野の自然、風土、産業、伝統、文化その他の地域資源を活かした学習機会及び体験
機会における子どもたちの努力を顕彰し、ふるさと秦野を愛する子どもたちを育む。
③PDCAサイクルの概念を活動に盛り込み、幼児・児童・生徒が自ら継続的かつ積極的に
環境活動を推進し、地球環境対策を行動に移せる意識の高い子どもたちを育む。

取組
内容

①全園校で地域や特色を生かした実践を行った。幼稚園では地域の自然を生かした活動
や収穫体験などを、小学校では栽培活動、探鳥会などをとおした取組を、中学校ではグ
リーンカーテンなどの校内緑化活動、エコ活動、美化活動や農作物の栽培などを地域の
方の協力を得て行った。また、森林づくり課や環境保全課の協力を得た活動や校種を越
えて協働で取り組む活動も見られた。年度末には、活動実績書をまとめ総括を行った。
②ふるさと秦野検定部門1・2・3級は小3～中3、文芸部門・体験活動部門は小1～中3を対
象に、はだのっ子アワード事業を実施した。
③年度当初にエコキッズはだの担当者会を開催し、その後各園校より提出された環境活
動プランを推進委員会でチェックした。各園校で活動を進め、夏には国立教育政策研究
所の五島政一氏を講師に環境教育研修講座を行った。年度末に提出された環境活動レ
ポートは推進委員により評価を行い次年度の活動への引き継ぎとなる内容をまとめた。

効果

①地域等の協力を得ながらの活動により、自然に親しむ機会や自然環境を大切さを実感
する機会が増えた。近隣の幼小中が連携して取り組む活動もあった。
②ふるさと秦野検定部門（1級40人、2級47人、3級80人受検）、文芸部門（表彰者24
人）、体験活動部門（ｴﾘｱ賞 ：１地区体験7人、ｸﾞﾗﾝﾄﾞｽﾗﾑ：全地区体験3人）であった。
③環境活動レポートはホームページに掲載し、子どもたちをはじめ広く市民が閲覧でき
るようになっており、特色ある取り組みや他園校の取組を参考にすることもできた。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№8

郷土の特性を生かした育成事業の実施 主管課名 教育研究所

予算
事業

①09・01・03・0101　幼小中一貫教育研究事業費
　　　　　（うち里地里山自然環境活用学習委託料）
②09・01・03・0300　はだのっ子アワード運営事務費
③09・01・03・0400　学校環境管理システム事業費

対象者
教職員及び

園児・児童・生徒

対象者数

969 914 909

決算額 951 893 905 ―

２６年度
工夫・改善

事項

①中学校区内における園校間、また園校と他課・地域との連携が見られた。
②ふるさと秦野検定の問題の見直しを図るとともに、過去の問題やホームページ上の練
習問題活用を周知するなど、検定のための事前準備の支援をした。
③エコキッズはだの推進委員からの助言を各園校の取組に生かした。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 981

執行率（％） 96.9 92.2 99.0 ―

9人 7人 20人

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

ふるさと秦野検定
受験者数

小学3～6年生と中学
生の2％

160人 178人

37人 37人

はだのっ子アワード
表彰者数

全小中学生の0.5％ 38人 65人 39人 63人

施
策
の
目
標

環境教育に関する
研修会参加人数

全幼稚園、小中学校
教職員の参加人数

34人 37人

159人 180人

２６年度
実績値

２７年度
目標値

体験活動部門
エリア賞認定者数

全小中学生の0.3％ 9人
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｂ Ｂ

　①研修実施等を通して、自然体
験活動の充実が図られている。
　②検定の受検を学校ぐるみで支
援する取組が見られた。
　③趣旨の理解が図られている。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ａ Ｂ

　①毎年多くの園校で地域や外部
の協力を得て実施している。
　③専門的な研究をしている方に
研修会の講師を依頼し、内容をよ
り実践的なものにしている。

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ Ａ

　①②秦野の貴重な自然を生かし
た教育や子どもたちの学習機会と
体験機会を推奨する事業は、重要
な教育事業の一つである。
　③環境配慮行動の定着を図るに
は継続な取組が重要である。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｃ Ｃ

　①③それぞれにおける自然環境
活動とエコ活動の焦点化を図り、
幼児・児童・生徒の主体的な取り
組みを推進する。（凡　例）

Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ

　①現在の事業への取り組み方が
適正である。
　②公民館との連携事業に発展さ
せていく予定がある。
　③現在の事業への取り組み方が
有効である。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

   それぞれの事業について、目的に沿った取組みが一層浸透し、より効
果が上がるような工夫を進めていくことが必要である。はだのっ子アワー
ド事業は、子どもたちが秦野の地域資源を生かした学習機会や体験を通し
て郷土について理解を深め、郷土を愛する子どもを育むのに大きな効果が
期待される事業である。「ふるさとはだの検定」は、学校により参加者数
に偏りがあるようなので、全体的に参加者を増やせるとよい。例えば、現
在の対象は小学3年生からであるが、1・2年生も参加できるような内容の
問題を取り入れるなどの方法も考えられる。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　地域の自然にふれ、五感を通した直接体験をすることは大きな意味を持
ち、環境教育にもつながる。また、地域の人との交流を深め、人材を活用
させていただくことで、信頼される園・校づくりはもとより、郷土を愛す
る心を育てることにつながる。施策の目標から全体的に数が減ったので、
参加者が増えるような新しい取組みを加えてはどうか。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約1,330人

施
策
の
概
要

目的

　少子化の進行や保育園ニーズの増加等により、公立幼稚園の園児数及び就園率が減少
傾向となっている。新行革プラン及び公共施設再配置計画と整合性や連携を図りなが
ら、また、国の子ども子育て支援事業による保育園機能の付加等、公立幼稚園の今後の
機能・役割や適正配置等について、方向付けと方策を検討し、公民が連携した施設運営
とより充実した質の高い教育と保育の一体的サービスを提供する。

取組
内容

　平成23年8月に11人の委員で構成される「秦野市公立幼稚園あり方検討委員会」を設置
し、26年度中に3回の検討委員会を開催し、子ども・子育て支援新制度を踏まえた上で、
公立幼稚園の今後の方向性等について検討した。全11回の検討委員会の後、就学前教
育・保育の一体的提供、子育て支援・特色ある教育の継続、公立幼稚園・公立こども園
の適正配置、利用者負担の適正化の4点を柱とする提言書が委員長から教育委員会に提出
された。
　平成27年3月には、提言の内容について実務者で検討し、課題を解決するために「秦野
市公立幼稚園適正配置等検討庁内会議」を設置した。

効果
　新制度を踏まえた今後の幼児教育のあり方や公立幼稚園の今後の役割、適正配置や利
用者負担の見直しなど、検討委員会からの提言を踏まえた議論を今後継続することで、
幼児教育の充実に繋がる。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№9

幼児教育の充実（幼稚園のあり方の検討） 主管課名 教育総務課

予算
事業

09・01・02・0101　事務局運営費

対象者 幼稚園14園

対象者数

125 125 0

決算額 109 47 141 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　子ども・子育て支援新制度の内容が明らかになってきたため、それを整理した上で
様々な視点やより専門的な検討に対応できるようにした。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 281

執行率（％） 38.8 37.6 112.8 ―

1回 3回 0回

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

施
策
の
目
標

２６年度
実績値

２７年度
目標値

検討委員会の開催回
数

2回
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｃ Ｃ
　提言を踏まえ、今後も実務者に
よる検討を継続する。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ｂ Ｂ

　検討には、幼児教育や公共施設
に関する知識や経験が必要だが、
施策を実施する際には、市全体の
幼児教育の充実のため、民間と連
携する必要がある。

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ Ａ
　本市公立幼稚園を含む幼児教育
のあるべき姿を検討することで幼
児教育の充実につながる。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ａ Ｂ
　子ども・子育て支援新制度の内
容が明らかになってきたため、具
体的な検討とすることができた。（凡　例）

Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ａ Ａ
　行政改革における複数の改革項
目に関連し、検討内容にも利用者
負担の適正化が含まれている。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　国の子ども・子育て支援新制度に伴い、市町村においては保育ニーズに
応じた質の高い幼児期の学校教育と保育の総合的な提供、保育の量的な拡
大が求められています。今後は、公立幼稚園あり方検討委員会から示され
た提言を具体的な施策に反映させることが必要である。幼児教育の重要性
を十分理解し、本市の特色ある教育施策である幼小中一貫教育を推進する
中で、多様化する保護者ニーズをよく把握し、本市幼稚園教育の更なる充
実につながる施策を展開し、子どもたちが豊かに育っていける支援に努め
てもらいたい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　教育委員会と保育こども園課、他の課との連携を図り、庁内会議の内容
によってはメンバー以外の課の意見を聴くことも必要なのではないか。近
隣市と比較して公立幼稚園が充実しているので、そのまま維持してもらい
たい。幼小中一貫教育の推進に直結していると考える。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約14,800人

施
策
の
概
要

目的

①教育内容の系統性を重視し、連続性のある学習活動を保障することで、学力の向上を
図る②幼児・児童・生徒の特性や成長を11年間通して見つめ、個に応じた指導を連続的
に行う③不登校問題や小１プロブレム、中１ギャップといった課題の解決につなげてい
く④異年齢集団による体験的活動を通して、子どもたちが道徳教育で大切にしたい価値
について実感的な学びを得る　以上のことを踏まえ子どもたちの「生きる力」をはぐく
むことを目的として、幼小中一貫教育を推進する。

取組
内容

・幼児・児童・生徒の学びと育ちの連続性を確保するため、研究を進める幼小中一貫教
育研究委託事業を9中学校区の教育研究会に委託した。また東中学校区はモデル地区とし
て授業改善の視点、地域との協働の視点を中心に平成25年度から研究を進めてきた。
・中学校区ごとに取組等について連絡協議、情報交換を行う幼小中一貫教育連絡会を
行った。また各園校の実践研究を検証分析し、その在り方について協議検討を行う幼小
中一貫教育推進検討協議会を開催し、市全体の取組の方向性を協議した。
・「幼小中一貫教育を語り合うつどい」を各中学校区で開催し、さらに全体会として
「幼小中一貫教育発表会」を総合体育館で行い、地域、学校、保護者でこれまでの本市
の取り組みについて情報の共有化を図るとともに学識者の講演を通して理解を深めた。
・（幼）小中一貫教育の各研究部会（社会、算数・数学、保健体育及び地域郷土）にお
いて指導資料等及び「報徳を広めた功労者」の副読本の作成に取り組んだ。それぞれ刊
行物は市立幼小中の関係教職員、学校に配付し、活用を図っている。

効果

　全委託先から実践報告書が提出され、幼小中相互の授業参観や交流、中学校区での研
修会開催などについての報告があり年々その取組が定着している様子がうかがえる。
　補助教材や指導資料の配付が、一貫教育を意識した指導の一助となっている。また年
度初めの研究部会成果発表の場である教育セミナーや各種研修会への意欲的な参加や協
議につながっている。
　幼小中一貫教育連絡会により、引き取り訓練の方法や授業参観、交流の方法、また職
員研修の内容などを具体的に協議し、改善が図られている。推進検討協議会では、保護
者の代表を含め、さまざまな立場から意見交換ができた。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№10

幼小中一貫教育の推進 主管課名 教育研究所

予算
事業

09・01・03・0101　幼小中一貫教育研究事務費
　　　　　　　　　（うち幼小中一貫教育研究委託料）
09・01・03・0102　調査研究事務費

対象者
教職員及び

園児・児童・生徒

対象者数

4,619 4,707 4,696

決算額 3,739 4,171 4,157 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　交流や連携に加え指導法や地域との協働についてのモデル研究を東中学校区で進め
た。「語り合うつどい」を各中学校区で開催し、より地域に根差した一貫教育について
話し合うとともに全体会でこれからの推進を見据えた講演を開催し全市的に共有した。
　指導資料や副教材、副読本については、より良いものにしていくために、教育セミ
ナーや研修会での参加者アンケートの意見等を反映させた。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 4,505

執行率（％） 82.9 90.3 88.3 ―

45回 35回 45回

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

教育研究所主催の研
修会、研修講座の総
数

年間12回程度 13講座 13講座

教育研究発表会への
参加者数

全幼小中教職員の
35%

317人 302人 330人 300人

施
策
の
目
標

13講座 12講座

２６年度
実績値

２７年度
目標値

各中学校区内での
交流、研修等の平均
回数

全中学校区の委託
研究での実績平均
回数

43回
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｂ Ｂ

　中学校区ごとに地域の協力を得
ながら、一貫教育に係るさまざま
な教育活動が行われている。また
研究員による調査研究を進め、研
究紀要の作成、教育セミナー等で
紹介している。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ｂ Ｃ
　教育活動の中で、すでに学生を
含む多くの地域の方々、保護者に
協力いただいている。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ Ａ

　幼小中一貫教育の推進につい
て、県や国の動向を見据えなが
ら、子どもたちの健やかな成長を
地域、学校、保護者が一体となっ
て支えていくため継続して研究す
る必要がある。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｃ Ｃ

　市として、また地域性を生かし
た一貫教育のあり方について、モ
デル地区の研究を共有し一貫教育
の効果を明確にして、新たな全体
計画を作成していく必要がある。

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ

　市の特色ある取組みとして、全
幼稚園・こども園、小中学校を対
象として推進しており、公的な予
算で対応する必要がある。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　幼小中一貫教育の取組も4年目となり、中学校区で「語り合うつどい」
を開催するなど、校種の垣根が少しずつ取り払われ、一貫教育の効果があ
らわれつつあると感じる。これからは、中学校区で教育目標を設定し、校
種に限らずに子どもの育ちを見守ることのできる取組を推進することが必
要であると考える。また、子どもがこの一貫教育でどのように変容したか
評価することも必要と考える。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　研究委託、連絡会等を通して、各校において幼小中一貫教育の推進を図
ることができた。学校教育法を改正し、小中一貫を制度化するような国の
動向にも注視し、研究所の発表会の中で9中学校区が輪番で取組みを発表
するなど、各地域の実情に合わせた実りのある取組みに期待をしたい。ま
た、教師の意識改革、取組みを保護者や地域にアピールし、地域を巻き込
んでいくことが大事。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

２７年度
目標値

委託先教育研究会数
研究委託契約を締
結する園・校教育
研究会

49人 49人
低学年の学級数や
通常学級に在籍す
る発達障害児童数

49人 49人

　授業実践をもとに大学教授等の講師からの指導を仰ぎ、よりよい指導方法を共有する
ことで、児童生徒の学力向上につながるよう、子どもの学びを高める研究（小学校2校、
中学校1校)を委託した。また、研究効果について経年変化が検証できるようにアンケー
ト調査を実施した。

２６年度
実績値

教育指導助手小学校
派遣人数

61,002

―

２４年度

57,471

97.0

44,298

２６年度
工夫・改善

事項

―

59,094

57,314

97.0

59,259

36 36 36 36

決算額

予算額

執行率（％）

施
策
の
経
費

２５年度
実績値

効果

　研究実践報告書から多くの研究成果と今後取組むべき課題について、他の園・校と共
有し、学力向上等の実践に向けた方向性について確認することができた。また、教育指
導助手の適切な配置や児童生徒に寄り添うなどの活躍により、子どもや教職員にも良い
効果が出ている。子どもの学びを高める研究委託校が、研究授業を公開したことで、参
加した各学校の教職員の学力向上への意識が高まった。

２７年度
（予算）

２５年度 ２６年度

46,004

96.3

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№11

学力の定着・向上及び学習支援の充実 主管課名 教育指導課

施
策
の
概
要

目的

予算
事業

09・02・03・0100　教育研究費（小学校）
09・03・03・0100　教育研究費（中学校）
09・04・01・0100　教育研究費（幼稚園）
09・02・01・0400　小学校教育指導助手派遣事業費
09・03・01・0400　中学校教育指導助手派遣事業費
09・01・02・1000　学習支援事業費

対象者
教職員及び

園児・児童・生徒

対象者数 約14,800人

　「確かな学力」の定着、「豊かな心」の育成のために、家庭・地域との連携のあり
方、子どもや園・学校の実態に基づいた主体的な問題解決学習、体験的学習の充実等を
図り、特色ある園・学校づくりの研究を推進する。また、小・中学校児童生徒への教科
指導による基礎的・基本的事項の内容理解及び定着をより一層図るとともに、生活指導
による基本的生活習慣の形成等、学校への適応力を高める。

取組
内容

・幼小中一貫教育を見据えた中で、特色ある園・学校づくりの研究を推進する教育課程
研究を全幼稚園・小学校・中学校教育研究会に委託した。
・小学校13校に49人、中学校3校に3人の教育指導助手を派遣した。
・臨床心理士を派遣し、幼稚園児の課題分析、指導の在り方について検討した。
・発達障害児等支援協力者は、学生支援協力者を募集するとともに、ＮＰＯ法人への委
託により、学校からの要請にあわせて、支援者を派遣した。また、具体的な支援内容・
支援方法を把握・構築するために必要なアセスメントを臨床心理士に依頼して作成し
た。
・小学校2校、中学校1校に子どもの学びを高める授業研究推進委託をした。

【単位：千円】

教育指導助手中学校
派遣人数

施
策
の
目
標

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

3人
個別に支援を必要とする生徒
及び通常学級に在籍する発達
障害生徒数

3人 3人 3人
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評価

Ｂ

評価

評価

　一人ひとりへの学習支援の取組みは、継続して行うことが大切であり、
今後も引き続き取組むことが必要である。学力の向上については、これま
での取組でよいのか検討するとともに、今ある資源をより効果的な取組に
することを検討する必要があると考える。例えば、教育指導助手派遣事業
は10年を経過するにあたり、より充実した内容とするためにはどのような
形態がよいのか、効果的な方法などについて検討する必要があると考え
る。

　評価に関する意見

Ｂ

自己総合評価

Ｃ

Ｃ

Ｃ

子どものより確かな学力の育成の
ために研究を深めることは重要で
ある。専門的な視点からの指導な
ど市内で共有する取組みが必要で
ある。指導助手事業については、
学校からのニーズは高い。

子どもの確かな学力を育成するこ
とは重要課題であり、各園校の研
究支援、指導助手事業について継
続が求められる。効果があらわれ
にくいものであるので、粘り強く
取り組むことが必要である。

教育委員の評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　教育の指導力向上のためには、外部講師を招いて授業研究をすることは
効果があり、今後も研究委託を継続する必要がある。平成26年度は、「子
どもの学びを高める研究」を3校に委託するなどし「課題に向けてチャレ
ンジする心」や「国語や算数の学習が好き」、「多様な見方ができるよう
になった」などPISA型学力で重要な「学ぶ意欲」「問題解決能力」などに
効果をあげつつある。また、26年度のアンケート結果をしっかりと反映さ
せてほしい。さらに教育指導助手派遣は支援を必要な子にとって大変効果
があるので、一人でも多く派遣してほしい。

事業の評価項目

Ａ

達成度

自己
評価

部長
評価

左の主な理由

子どもや地域の実態に基づく特色
ある研究を、園・学校が主体的に
進めていく必要がある。また、指
導助手を継続して派遣すること
は、児童生徒との関係を築くこと
ができ、教育効果が高い。

変化の激しい時代にあって、学校
の教育活動の充実は大変重要であ
り、教育研究事業の必要性は高
い。また、支援を必要とする子ど
もの総数は年々増加しており、対
応を求められている。

多くの研究成果と課題が報告さ
れ、他園・校へ情報提供すること
ができた。また、教育指導助手が
子どもに寄り添いながら支援を行
い、本人だけでなく周りの子ども
に対してのよい影響もみられる。

Ａ

ＢＡ

Ｂ

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

課題・
問題点

Ｂ

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

効率性

代替性

必要性

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある
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施策名

２７年度
目標値

介助員数
特別支援学級在籍
児童生徒総数比
15％

14校 13校

小学校13校　中学校9校
支援ニーズの高い学校を
重点的に配置

14校 15校

特別支援教育就学奨
励費（千円）

　特別支援学級に在籍する児童生徒の障害の重度化・多様化・重複化傾向に加え、人数
も増加傾向にある。そこで、特別支援学級介助員の派遣数を2名増やすとともに、週当た
りの勤務時間数を2時間増やし、支援の充実を図った。介助員・担当職員を対象とした研
修会を実施したり、情報交換の場を設定したりして指導における専門性の向上と連続性
のある支援の充実に努めた。

２６年度
実績値

介助員派遣校数

57,182

―

２４年度

52,745

95.7

43,636

２６年度
工夫・改善

事項

―

46,730

45,279

96.9

55,092

37人 39人 41人 43人

決算額

予算額

執行率（％）

施
策
の
経
費

２５年度
実績値

効果
　障害の重度化・多様化・重複化傾向の強まる中、児童・生徒への個に応じた支援を行
うことで、特別支援学級に在籍する児童生徒の学校生活の充実を図ることができた。

２７年度
（予算）

２５年度 ２６年度

45,656

95.6

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№12

特別支援教育の推進 主管課名
学校教育課
教育指導課

施
策
の
概
要

目的

予算
事業

09・01・02・0300　教育指導運営費
09・02・03・0400　特別支援学級介助員経費
09・02・03・0300　小学校特別支援学級経費
09・03・03・0300　中学校特別支援学級経費

対象者
教職員及び

園児・児童・生徒

対象者数 約14,800人

　特別支援教育の推進を図るために市内在住の児童生徒の様々な教育課題を的確に把握
し、個に応じた適切な支援をより充実させることを狙い、介助員、機能訓練士等の専門
性の高い人材を派遣した。特別支援学級の運営に必要な教材・教具を整備するととも
に、保護者の経済的負担を軽減し、特別支援教育の振興を図る。

取組
内容

・特別支援学級介助員を派遣し、小中学校特別支援学級在籍の児童生徒の学習活動の補
助・安全確保・生活介助等を適切に支援をした。平成26年度は、12小学校、2中学校に41
人の介助員を配置した。
・適切な就学相談（指導）のために臨床心理士にアセスメントを依頼し、医師・施設職
員等の専門性の高い人材を就学指導委員とした。
・機能訓練士による肢体不自由児の機能訓練を実施した。
・高い教育的ニーズを持つ児童生徒への支援に直接携わる担当者の専門性の向上を目指
して研修会を開催した。
・特別支援学級の学習交流会を実施した。
・特別支援学級の運営に必要な教材・教具を整備する予算を学校に配当するとともに、
保護者の負担能力に応じて就学のために必要な経費の一部を支給した。

【単位：千円】

前年度実績により
算出

教材・教具の整備費
（千円）

施
策
の
目
標

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

3,337

6,318 6,110 7,9475,949

前年度実績により
算出

3,642 3,274 3,222

- 45 -



評価

Ｂ

評価

評価

　特別支援学級介助員を派遣し、すべての子どもが等しく教育を受ける権
利を保証する仕組みを整えていく取組みを推進していることは必要であ
る。今後、県で推進する「インクルーシブ教育」に向けて、対応できるよ
うにしておくこと、また同時に特別支援学級介助員について、より充実し
ていく必要があると考える。

　評価に関する意見

Ｂ

自己総合評価

Ｂ

Ｃ

Ａ

　在籍者数の増加、障害の重度
化・多様化を受けより一層の充実
が求められている。

　個別の高い教育的ニーズを有す
る児童生徒に対する支援は、それ
ぞれのニーズに応じた対応が求め
られるが受益者負担にはなじまな
いものと考える。

教育委員の評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　新規審査（早期療養推進会議）が1回実施されるようになったこと、特
別支援学級介助員派遣数が増となり、支援の充実が図られえていることは
評価できる。しかしながら、対象者の増や障害の重度化及び複雑多様化な
ど課題も多くあり、個々の障害や発達状況に合わせた支援と職員の専門職
としての資質向上がより一層求められている。引き続き、事業の工夫・改
善とその拡充に努められたい。

事業の評価項目

Ｂ

達成度

自己
評価

部長
評価

左の主な理由

　特別支援教育の推進に向け、現
在も市民からの協力を得ている
が、専門性の維持や個人情報の保
護などの点から当面は難しいと考
える。

　インクルーシブ教育への転換と
個に応じた合理的配慮の提供が求
められる中、介助員の役割はさら
に大きくなり、一人一人の教育的
ニーズに対応できる基礎的環境整
備は非常に重要である。

　特別支援学級在籍児童生徒の人
数が増加して、障害の程度も重度
化・多様化している中で安全で充
実した学校生活を提供することが
できた。

Ａ

ＣＢ

Ｂ

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

課題・
問題点

Ｂ

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

効率性

代替性

必要性

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある
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施策名

２７年度
目標値

小学校(13校)
ALT配置日数

各学校の学級数に
応じて算出

561日 563日 576日 567日

２５年度
実績値

２６年度
実績値

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

395日
各学校の学級数に
応じて算出

401日

イングリッシュフレ
ンド
派遣回数

各学校の希望数に
応じて算出

122回

インターナショナル
フェスティバル
中学生参加人数

各校10人程度の募集 79人

中学校(9校)
ALT配置日数

399日

134回

93人 95人 95人

ＡＬＴの活用、国際理解教育、交流事業などについて担当者会及び研修を行い、国の計
画についての周知を図るとともに、小学校への授業支援については、上智大学短期大学
部への委託事業を継続し、申し込み希望の小学校すべてに派遣できるよう、1回に2学年
同時の訪問計画を立てるなど、工夫しながら実施した。また、タブレットを活用した海
外姉妹校との交流活動を行った。

２６年度
工夫・改善

事項

施
策
の
経
費

２７年度
（予算）

２５年度 ２６年度

22,181

22,071

99.5 ―

22,111

22,059

99.8

22,696

22,637

99.7

【単位：千円】

決算額

予算額

執行率（％）

22,746

―

２４年度

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№13

小中学校外国語活動の充実 主管課名 教育指導課

施
策
の
概
要

目的

　外国語指導助手（ＡＬＴ）としてネイティブスピーカーを小中学校に配置し、小学校
外国語活動及び中学校英語科学習への意欲向上と、コミュニケーション能力の向上を図
る。また、上智大学短期大学部の学生を市内の希望する小学校に派遣し、専門的に英語
を学んでいる大学生の授業実践を取り入れることにより、児童の体験活動を充実させる
とともに、教員の授業指導研究に資するなど、教員の指導力向上を図る。

取組
内容

・外国語指導助手（ＡＬＴ）6人（市民協力者1人、業務委託5人）を市立小中学校に配置
し、体験的な授業を展開した。小学校ＡＬＴ配置日数（576日）中学校ALT配置日数（396
日）また、ALTを活用した校内英語研修を各校で行い、教員の英語力の向上に資するな
ど、国の英語教育改革実施計画を見据えた取組を行った。
・インターナショナルフェスティバルを中学校教育研究会に委託し実施した。中学生95
人、外国人ゲスト49人を含む200人が参加し、英語による4人の中学生のスピーチや夏季
休業中に行われた韓国英語村派遣報告、50周年を迎えた姉妹都市パサデナの紹介等を聞
いた。また大学生ボランティアの補助を受けながら、外国人ゲストと英語での交流を深
めた。
・小学校にて上智大学短期大学部の学生（イングリッシュフレンド）による、授業支援
を実施した。平成26年度も11小学校の合計147回の授業に、のべ544人の学生が参加し、
担任とともに体験型の授業を行った。

効果

児童生徒が授業及び学校生活の中でＡＬＴと接することにより、英語や世界への興味関
心を高め、言語活動を実践する機会を保障したり、英語学習への意欲を向上させたりす
ることができる。また、ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙでは、ｽﾋﾟｰﾁ発表希望の生徒が増え、それを
聴いた生徒が意欲的に英語を使って考えを発信する姿が見られた。小学校では、英語を
使う日本人の身近なモデルのｲﾝｸﾞﾘｯｼｭﾌﾚﾝﾄﾞとともに活動を行うことで、児童の学習意欲
を高め、授業モデルを研究することができる。

予算
事業

09・01・02・1300　国際理解教育推進事業費

対象者
教職員及び

園児・児童・生徒

対象者数 約14,800人

147回 130回

施
策
の
目
標

396日
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評価

Ａ

評価

評価

教育委員の評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ａ

　ＡＬＴのネイティブな発音が聞けることは、音に慣れる点で効果があ
る。学校における外国語活動の役割は重い。さらなる事業の拡充を図り、
中学生英語スピーチコンテストなどで子どもたちに積極的に発表・交流し
てもらいたい。小学校においては、教科化に向けて教員に対し、計画的に
研修する機会を設けてほしい。

　本市では、近隣大学等と連携をしながら、子ども自身の英語に関する体
験的な学習の場がいくつか設けられており、英語への学習意欲や関心が高
まるきっかけとなりよいと考える。将来、小学校の中学年から始まる英語
の学習では、ＡＬＴの充実とともに学習指導において教員の補助的な仕組
み等を検討しておく必要がある。

　評価に関する意見

Ａ

　研修を定期的に受けている高い
資質を持つALTを配置し、2020年
度へ向けた教職員の研修を更に充
実させていく必要がある。ｲﾝｸﾞﾘｯ
ｼｭﾌﾚﾝﾄﾞ派遣について学校からの
要望が高い。

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

　ｲﾝｸﾞﾘｯｼｭﾌﾚﾝﾄﾞ派遣事業は小学
校からの派遣要請が年々増えてい
る。ALTとｲﾝｸﾞﾘｯｼｭﾌﾚﾝﾄﾞの活用に
ついて整理して取り組めるように
する。

　市立小中学校全校で、国際理解
教育を推進していく上で、公教育
の中で実施していくべき事業であ
る。

　すでにＡＬＴ業務委託という形
で、民間企業の協力を得たり、市
民であるﾈｲﾃｨﾌﾞｽﾋﾟｰｶｰや大学の協
力を得て事業を推進している。

自己総合評価

課題・
問題点

Ｂ

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

（凡　例）
Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い

効率性

代替性

必要性

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

　ＡＬＴの活用により、授業にお
いて英語で発信する等、表現の分
野が充実し、ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ
等で、英語で発信したいという意
欲やｲﾝｸﾞﾘｯｼｭﾌﾚﾝﾄﾞとの体験的な
活動が子どもの学習意欲につな
がっている。

Ｂ

Ａ

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

自己
評価

部長
評価

Ｂ

左の主な理由事業の評価項目

達成度
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施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的
　様々な学習機会を提供及び、学習成果の発表の機会の充実を図ることにより、市民の
創造性を高め、市民が心豊かに暮らすことができるようにする。

取組
内容

・市展の開催（美術・書道・写真の3部門）
・子どもの市展の開催（美術・書道・写真の3部門）
・文化祭の開催（文化団体協議会に加盟している18団体による成果発表）
・第41回親と子の音楽会
・第5回親子川柳大会の開催
・ふるさとはだの案内人養成講座の開催

効果

　子どもや親子については、音楽会や川柳大会、子どもの市展等の実施を通じて、家庭
で親と子のコミュニケーションの機会が増え家庭教育の大切さを再認識することがで
き、発表等を通じて豊かな心、自ら学ぶ力等の生涯学習の基盤を築くことができる。ま
た、高齢者については、広畑ふれあい塾やふるさとはだの案内人養成講座、市展等の実
施を通じて、今まで培ってきた知識や技術を多くの人に還元することにより、生きがい
や仲間づくりにつながる。

平成２７年度（２６年度事業）　点検・評価シート

№14

市民の文化活動の支援
（市展、文化祭、音楽会の開催等経費）

主管課名 生涯学習課

予算
事業

09・05・01・0201　ふるさと講座開催経費
09・05・01・0301　文化祭開催経費
09・05・01・0302　市展・子どもの市展開催経費
09・05・01・0500　生涯学習推進費

対象者 市民

対象者数

1,544 1,920 1,725

決算額 1,674 1,510 1,764 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　市展においては、事業準備の段階から、運営委託した各主管団体との連絡・調整を密
に行い、各展示会及び表彰式の運営など、事業全体がよりよいものになるよう努めた。
また、親と子の音楽会では、参加者等の増加を図るため、従来の通知やチラシの配布だ
けでなく、関係団体の会議等に出向き、事業の紹介、参加要請をした。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 1,674

執行率（％） 100.0 97.8 91.9 ―

504人 502人 530人

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

文化祭入場者数及び
参加者数

前年度実績の5%増 20,335人 15,967人

1,059句 1,250句

親と子の音楽会への
参加団体数

前年度実績数以上 10団体 12団体 13団体 14団体

施
策
の
目
標

親子川柳大会応募作
品数

全校児童・生徒の
約10％

1,541句 1,337句

21,007人 22,600人

２６年度
実績値

２７年度
目標値

市展出品者数 前年度実績の5%増 517人

- 49 -



評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｃ Ｃ
応募者・作品の増加や来場者の

声により、概ね達成したと考え
る。（凡　例）

Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ａ Ｂ

伝統芸能や文化を引き継ぐとい
う側面がある事業については、行
政が実施していく必要がある。ま
た、実行委員会への委託や教育委
員会による実施等、イベントごと
に体系を考えて実施している。

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ｂ Ｂ

普段の学習成果の発表の機会の
提供、親子間・異世代間の交流、
市民ボランティアの育成等につい
て、事業の必要性は高い。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｃ Ｃ

事業実施に当たっては、市民が
主体となり事業の企画や実施をす
るなど、より多くの市民や団体に
参加していただけるように、市民
と行政の協働・連携の充実を図っ
ていく必要がある。

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ
限られた予算の中で、事業ごと

に団体と連携しながら効率的に事
業を実施している。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　生涯学習において、自らの学習成果を発揮する機会の提供や、支援する
ことは、重要なことであり、市展や子どもの市展、文化祭などはニーズを
とらえた事業を展開している。
　今後、多様化する学習ニーズを十分に把握した上で、市民主体の運営な
ども進め、事業の充実に努めてほしい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　発表の場、機会があることは学習することに意欲が生じ、多くの方々と
の交流もあり、個々の活力にも通じるものと考えられ、事業の必要性は高
い。特に「親と子の音楽会」はとても心温まる事業である。今後は、より
多くの市民の方々に参加していただけるよう市民と行政の協働、連携が必
要である。自己評価のうち、「代替性」の項目について理解に苦しむこと
があり、評価はＤになるのではないか。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的
　地域における身近な生涯学習の拠点として、安全で安心して市民が集い、学びことを
提供するとともに、各種の自主事業を行い、住民の学習活動への動機づけをする。

取組
内容

(1)　公民館の活動について
　　　・各公民館において、各種自主事業を開催した。
　　　・事業の充実を図ることにより、事業の参加者の拡大を図った。
(2)　施設の環境整備について
　　　・上公民館空調更新工事
　　　・渋沢公民館空調更新工事
　　　・鶴巻公民館高圧ケーブル等更新工事
　　　・鶴巻公民館天井張替等改修工事
　　　・本町公民館トイレ壁タイル改修工事
　　　・堀川公民館臨時駐車場整備工事

効果
　公民館活動を行うことにより、地域における身近な生涯学習の拠点として、子どもか
ら大人まで多くの住民に活用されている。

平成２７年度（２６年度事業）　点検・評価シート

№15

公民館活動の充実
（公民館活動費、公民館営繕工事）

主管課名 生涯学習課

予算
事業

09・05・03・0101　公民館活動費
09・05・03・0200　各公民館営繕工事費

対象者 市民

対象者数

33,689 43,179 28,140

決算額 43,316 30,505 38,409 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　公民館の良好な管理運営を図るため、公民館運営評価の基準を見直し、平成27年度か
ら運用する。
　また、秦野市風水害災害ににおける避難基準で、公民館が第一次避難場所として位置
づけられたことにより、台風時に避難所として開設した。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 53,919

執行率（％） 80.3 90.5 89.0 ―

955事業 775事業 780事業

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

事業参加者数 26年度実績による 48,462人 52,863人

505,848人 506,000人

施設利用件数 26年度実績による 32,852件 34,283件 35,638件 35,700件

施
策
の
目
標

施設利用者数 26年度実績による 488,379人 486,928人

55,389人 55,500人

２６年度
実績値

２７年度
目標値

事業数 26年度実績による 992事業
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｂ Ｂ

施設利用件数は増加するととも
に、事業数は減少しているが、参
加者が増加してることから、充実
した事業を実施している。（凡　例）

Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ｃ Ｃ
地域住民ニーズに応じて、より

高度で多彩な事業や講座など民間
活力を利用する必要性はある。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ Ａ
地域住民の老若男女がいつで

も、どこでも、集える施設として
公民館は必要である。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｂ Ｂ
計画的な施設改修の推進を図る

必要がある。
（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ａ Ｂ
25年度から、事業参加者に受益

者負担を求め、また、会議室の個
人利用の緩和を図った。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ａ

　本市の公民館活動には、地域に密着し、地域課題を解決しようとする姿
勢が感じられる。また、地域住民とアイデアを共有し多様な活動の展開に
努めている。これは公民館運営協議会の趣旨にも合致し、地域活動の活性
化につながっている。
一方で、使用料見直しに当たっては、社会教育施設という位置付けを十分
に留意する必要があり、また、公民館の充実のためには、市の行財政計画
とのバランスを取りつつ、適切な組織体制や人員配置も検討する必要があ
ると考える。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　公民館により、事業のばらつきはあるが、個々の事業は充実している。
事業参加者の受益者負担は、参加事業、使用する場所などにより、負担額
に検討の余地がある。公民館は地域住民の生涯学習の拠点として、あるい
は災害時の避難場所としてその必要性はますます高まると考える。効率性
やこれからの事を考え、2020年度に向けての基本計画に於いてはもう少し
努力が必要である。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的
　全国報徳サミットへの参加や講演会の開催等、広く市民に報徳仕法や秦野市出身の安
居院庄七や草山貞胤について知ってもらい、実践してもらうため、学ぶ機会を提供をす
る。

取組
内容

(1)　第21回全国報徳サミット真岡市大会への市民参加バスツアーについて
　　　・参加者30人（教育委員1人、社会教育委員3人、事務局2人含む）
　　　・報徳サミットへの参加（基調講演、パネルディスカッション他）
　　　・真岡市内にある報徳ゆかりの地見学（桜町陣屋跡、尊徳資料館他）
(2)　講演会の開催
　　　・講師　榛村純一氏（公益社団法人　大日本報徳社社長、元掛川市長）
　　　・参加者約90人
(3)　報徳関連事業
　　　・子どもの市展や夕暮記念こども短歌大会における報徳賞の
　　　・啓発チラシ等の作成
　　　・募金活動の実施

効果
　子どもから大人まで多くの市民が、二宮尊徳の教えである報徳仕法や、報徳仕法を広
めた秦野市出身の功労者である安居院庄七と草山貞胤について学び、理解を深めること
ができる。

平成２７年度（２６年度事業）　点検・評価シート

№16

報徳思想の学習・活動経費 主管課名 生涯学習課

予算
事業

09・05・01・0500　生涯学習推進費

対象者 市民

対象者数

7,000 486 2,565

決算額 － 7,000 400 －

２６年度
工夫・改善

事項

　市民へ学習機会の提供等を進めるため、全国報徳サミットへの市民参加バスツアーを
開催した。また、たばこ祭をはじめ、生涯学習課関連事業や市内各種イベント時には、
啓発活動及び募金活動を展開した。
　さらに、教育研究所と連携し、小学生向けの啓発冊子を作成した。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 －

執行率（％） － 100.0 82.3 －

1,200人 30人 50人

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

施
策
の
目
標

２６年度
実績値

２７年度
目標値

報徳サミット参加者
数

26年度の実績に基づ
き目標値を設定。 －
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｃ Ｂ
市民参加バスツアーや講演会等の
事業へ、多くの市民の参加があっ
た。（凡　例）

Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ｂ Ｂ

秦野市では、これまで市民が報徳
仕法について学ぶ機会が少なかっ
たため、当面は行政が主導してい
くことが必要である。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ｃ Ｃ

先人たちの教えや功績を学び、行
政と地域が連携し、幸せな「まち
づくり・ひとづくり」を目指すこ
とは必要である。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｃ Ｃ

報徳仕法、安居院庄七、草山貞胤
等について、児童・生徒の理解を
さらに深めることができるような
取り組みについて検討していく必
要がある。

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ
市民参加バスツアーでは、参加者
に受益者負担を求めた。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　全国報徳サミット秦野市大会を契機に、講演会の開催や報徳サミット他
大会への参加などを通じて、報徳思想の積極的な市民啓発を展開し、その
成果は着実に表れている。
　しかし、市民が実践するまでには時間がかかるので、地道で息の長い啓
発事業を進めてほしい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　小学生から大人まで多くの市民の方々が二宮尊徳の人とその教えを知
り、その教えを広めた安居院庄七と草山貞胤について学ぶことができたこ
とは、成果を達成できたものと考える。当面は行政が主導し、より多くの
市民の方々の参加が得られるよう検討していく必要がある。報徳サミット
の参加者目標の達成が可能なのか疑問であるが、達成させる方法等を示し
てもらいたい。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的
　前世代が遺した文化遺産を市民に広めると共に、次世代に継承する。あわせて、未周
知の文化財を発見するための調査を行い、その成果を整理し、報告書として刊行する。

取組
内容

[保存・管理]
・秦野市の歴史文化を考える上で欠くことのできないものを市の重要文化財に指定し
た。
・指定文化財を適切に保存するための支援を行った。
[普及・啓発]
・指定文化財の特別公開等を通じて指定文化財等を広く紹介した。
[調査]
・未周知の文化財を把握するために、鶴巻下部祭りばやし保存会の行事(大山灯籠)の現
地調査を実施した。
[報告書の刊行]
・記録保存をした発掘調査等の成果について整理作業を進め、その一部を報告書として
刊行した。

効果
　次世代に先人の築き上げた文化遺産を伝えることにより、市民の秦野への帰属意識の
高揚を図り継承することができる。

平成２７年度（２６年度事業）点検・評価シート

№17

文化財の調査、保存、普及啓発事業の実施 主管課名 生涯学習課

予算
事業

09・05・02・0200　文化財普及啓発経費
09・05・02・0300　文化財保存管理経費
09・05・02・0400　博物館資料・文化財調査整理経費

対 象 者 市民

対象者数

14,078 11,061 12,561

決算額 29,879 12,545 9,584 ― 

２６年度
工夫・改善

事項

　市史資料室を桜土手古墳展示館内に移転したことにより、歴史・文化財情報の提供窓
口を一本化することが可能となっている。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予　算）

予算額 32,726

執行率（％） 91.3 89.1 86.6 ― 

1,758人 1,181人 1,200人

指標名 設定根拠
２４年度
実 績 値

２５年度
実 績 値

文化財修理補助件数
所有者の負担があるため
所有者からの申し出を尊
重している。

1件 1件

244人/6回
平均  41人

270人/6回
平均　45人

伝統文化行事見学者
(実績/目標)

21年度の実績に基づ
き目標値を設定。

370人/680人 420人/690人 427人/700人 500人

施
策
の
目
標

歴史文化講座受講者
(人/回)

24年度から目標値に設定。1
回100円の受講料徴収により2
割減の1講座45人。

364人/8回
平均　46人

242人/6回
平均  40人

1件 1件

２６年度
実 績 値

２７年度
目 標 値

文化財特別公開参加
者数

21年度の実績に基づ
き目標値を設定。 1,418人
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｃ Ｃ

　歴史文化講座受講者が目標数に
到達しなかった。伝統文化行事に
ついては、主催者が対応できない
と見学者の増加を望んでいない。（凡　例）

Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ｂ Ｃ
　将来において市民団体が成熟す
ることがあっても事業の主催は教
育委員会が担う必要がある。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ Ｂ
　市内唯一の歴史及び文化財の情
報発信基地でもあることから、質
の高い講座は必要である。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｂ Ｃ

　受講者にアンケートを行って
も、当館学芸員には要望に対応す
る知識の全てが備わっているわけ
ではない。（凡　例）

Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ

　歴史文化講座は受講者に1回100
円の受講料を負担してもらってい
るが講座を運営するには少額であ
る。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　生涯学習へのニーズが多様化する中で、文化財に対する市民意識も高ま
りつつある。郷土に親しむ心を育むということから、文化財の保存だけで
はなく、ニーズに即した、より多くの学習機会の提供など、文化財の活用
事業を積極的に進めてほしい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　関係者の高齢化による経年変化を継続して把握し、より一層の協力体制
の確保に留意されたい。市史資料室の移転に伴う文化財情報の体系化を、
具体的な形で市民に示し、図書館との情報共有・連携を図って、さらなる
活用を推進することが望まれる。これからも市民と協働し、次世代への継
承に努めていく必要がある。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的
　前世代が遺した文化遺産を市民に広めると共に次世代に継承するため桜土手古墳公園
及び展示館を適切に補修・改修しその維持管理並びに長寿命化に努める。

取組
内容

[桜土手古墳展示館屋上防水改修工事]
展示館屋上の防水改修工事を実施した。
(工事の概要)
・塩化ビニール製のシートを機械的固定工法並びに接着工法により施工し防水性を確保
した。
・ウレタン被膜を施工することにより防水性を十全なものとした。
[桜土手古墳展示館防犯カメラの設置]
主要な出入口に防犯カメラを３台設置した。
（設置の内容）
職員通用口、正面玄関、非常口付近にカメラを１台づつ設置し、数日間動画を保存して
いる。

効果
　展示館屋上の防水性が確保されることで雨漏りを防止することになり施設の長寿命化
につながる。これにより施設設置の目標を達成し、より有意義な施設とすることができ
たものと考える。

平成２７年度（２６年度事業）点検・評価シート

№18

桜土手古墳展示館の整備 主管課名 生涯学習課

予算
事業

09・05・02・0500　桜土手古墳公園･展示館管理運営費

対 象 者 市民

対象者数

― 14,105 ― 

決算額 ― ― 11,318 ― 

２６年度
工夫・改善

事項
　展示館の防水工事は雨漏りを防ぐ等施設の長寿命化に資する観点から有効であった。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予　算）

予算額 ― 

執行率（％） ― ― 80.2 ― 

― 100% ― 

指標名 設定根拠
２４年度
実 績 値

２５年度
実 績 値

桜土手古墳展示館入
館者数

前年度の実績値を踏
まえ、上昇に向けた
目標値を設定した

27,252人 25,567人

施
策
の
目
標

23,513人 24,000人

２６年度
実 績 値

２７年度
目 標 値

桜土手古墳展示館屋
上防水改修工事の執
行

― 
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｂ Ｂ
　施設の防水性を確保することが
できた。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ａ Ｂ
　現時点においては余地がないも
のと思われる。

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ｂ Ｂ
　施設を有効に活用するためその
長寿命化を図ることが肝要であ
る。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｂ Ｃ
　受講者にアンケートを行って
も、要望に対応する知識が学芸員
に備わっていない。（凡　例）

Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ
　概ね適正な取り組みがされてい
ると考える。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ
　適切な維持管理とともに、案内表示の改善など誘客に向けた取組みは評
価できる。今後も計画的な改修に努め、施設の長寿命化と利用者の利便向
上に取り組んでほしい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　行き届いた整備がされており、目的は達成できている。事業に対して市
民の方々の参加も多く、展示の仕方も工夫されている。今後も維持管理に
留意し、長寿命化に努めてほしい。また、防犯カメラの設置によりセキュ
リティの強化を図ったことは、期待以上の成果である。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的

　ライフスタイルの多様化、社会環境の変化等に伴い、市民の多種多様なニーズに応え
る図書館の役割と機能が求められている。市民が気軽に必要としている情報を入手でき
るように、資料・情報の収集およびその提供・発信に努め、市民の教養・趣味に資する
とともに、自発的な学習の支援、地域の情報拠点としての図書館サービスの充実を図
る。

取組
内容

・各種講座・講演会の開催や広報活動を通じて、図書館利用の促進を図った。
・資料費を有効に活用するため、選書の際には複本購入に上限を設け、できるだけ幅広
い分野の収集に努めた。
・郷土・行政関係の資料については、資料発行状況の把握を強化し、パンフレットや非
売品も含め網羅的に収集するよう取り組んだ。
・絶版等により入手が困難な資料については、他図書館・関連機関との相互貸借によ
り、利用者への提供に努めた。
・視覚等に障害があり活字を読むことが困難な利用者に対して、ボランティアを養成し
対面朗読サービスを開始した。
・図書館管理システムを更新し、資料検索やホームページの機能を充実するなど、時代
に即したサービスの提供に努めた。

効果

　インターネットの普及や情報メディアの発達により、読書・活字離れが進んでいる
が、図書館では誰でも本を自由に選び、知識を得る喜びと楽しさに出会うことができ
る。市民の教養と文化の発展に寄与するとともに、幅広く市民の知る権利を保障し、生
涯学習の場として利用しやすい環境づくりに努めている。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№19

読書活動の支援 主管課名 図書館

予算
事業

09・05・04・0300　図書館資料購入費
09・05・04・0400　図書館活動費

対象者 市民

対象者数

22,545 22,912 22,674

決算額 21,504 21,852 22,183 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　国立国会図書館がデジタル化した資料のうち、絶版等の理由で入手が困難な資料につ
いて、公共図書館・大学図書館等（国立国会図書館の承認を受けた図書館に限る。）
で、閲覧等ができるようになるサービスの提供を開始した。また、ボランティア等の協
力により、各種の講演会・講座を実施した。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 21,955

執行率（％） 97.9 96.9 96.8 ―

110,023件 110,171件 110,500件

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

おはなし会の開催回
数

図書館で開催した
おはなし会の回数

55回 59回

25回 30回

ブックスタートパッ
クの配布率

７か月児健診対象者
へブックスタート
パックを配布した率

97.6% 98.5% 97.9% 97.0%

施
策
の
目
標

講演会・講座の開催
回数

図書館で開催した
講演会・講座等の
回数

26回 23回

69回 60回

２６年度
実績値

２７年度
目標値

予約・リクエストの
受付件数

予約・リクエスト
の件数

117,363件
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｃ Ｃ
　地域住民の読書への興味・関心
を高め、利用の拡大を図るため講
演会等の各種事業を展開した。（凡　例）

Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ｂ Ｂ

　業務委託等の拡大の中で、今後
の図書館運営及び活動について、
先進自治体の情報等を調査・研究
し改善していきたい。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ｂ Ｂ

　地域における読書活動を支援す
るうえで図書館は重要な役割を
担っており、読書活動のための多
様な取組みを行う必要がある。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｂ Ｂ

　図書館サービスの充実を目指
し、職員の資質・能力を向上させ
るため各種研修に積極的に参加す
るとともに、今後もボランティア
や民間の力を活用していく必要が
ある。

（凡　例）
Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ

　サービスの向上、経費の圧縮、
業務の効率化といった観点に立
ち、平成25年度から図書館窓口等
の業務委託を拡大して実施してい
る。

（凡　例）
Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　読書活動の支援として、色々な講演会や講座等を開催し、市民の要望に
応えるべく多くの取組みをされていることは評価できる。特に、ブックス
タート事業では、7か月検診対象者への対応がとても良く工夫されてい
る。今後は、図書館への市民のニーズを把握するために、アンケート等の
実施を検討されたい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　継続した取組みにより、確実に効果につながっている。おはなし会の開
催目標が達成されており保護者としてうれしく思っている。自動車文庫に
ついてはどこででも返却でき子どもたちにとても好評である。今後は、視
覚障害だけではなく、図書館の利用に障害のある方たちへのネットワーク
展開が急務である。また、総合計画も中間地点なので、提示している「図
書館の貸出点数」および「図書カード登録割合」についても、指標（目
標）のひとつとして、点検・評価の対象とされたい。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的
　郷土の歌人の残した文学遺産を受け継ぐとともに、子どもから大人までともに
参加することができ、郷土愛を育むことができる短歌を活用したまちづくりを進
める。

取組
内容

　前田夕暮について広く周知を図るため「夕暮のさと」（歌碑マップ）の改訂、
歌碑の説明板等を作成した。また、短歌や古典に親しむ機会として、秦野にゆか
りのある源実朝についての講演会等を開催した。
・第27回夕暮祭短歌大会
・第28回夕暮記念こども短歌大会
・古典の日文学講演会「源実朝の和歌の世界」
・第8回全日本学生・ジュニア短歌大会への協力

効果

　短歌を活かしたまちづくりの推進を図るため、「夕暮のさと」（歌碑マップ）
に新たに増えた歌碑や各歌碑の短歌を記載する等の改訂を行った。夕暮祭につい
ては、各地の短歌結社や短歌関連の新聞・雑誌等に募集のお知らせを行ったとこ
ろ全国からの応募があった。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№20

　特色ある図書館活動の推進 主管課名 図書館

予算
事業

09・05・04・0500　郷土文学資料収集経費

対象者 市民

対象者数

611 619 670

決算額 1,190 504 699 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　短歌に親しむ機会として夏休みこども短歌教室を実施し、短歌の普及に取り組
んだ。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 1,305

執行率（％） 91.2 82.5 112.9 ―

272首 308首 487首

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

夕暮記念こども短歌
大会応募作品数

大会に応募された
作品数

2,346首 2,935首

施
策
の
目
標

2,500首 2,500首

２６年度
実績値

２７年度
目標値

夕暮祭短歌大会応募
作品数

大会に応募された
作品数

238首
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｂ Ｂ

　短歌にまつわる史跡を活かすた
め歌碑マップ等の作成・配布等に
より、郷土ゆかりの歌人である前
田夕暮を広く周知することができ
た。

（凡　例）
Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ｂ Ｂ

　地域の歴史・文化を伝え保存す
るために、市民との協働により各
種事業の実施に努めるとともに、
より多く作品等と接する機会を
図っていく。

（凡　例）
Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ｂ Ｂ
　郷土の文学遺産を受け継ぎ後世
に伝えていくために、継続して実
施することが必要である。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｂ Ｂ

　企画内容に工夫を加えながら、
交流を深める運営の検討や、高校
生・大学生など若い世代へのア
ピールが課題となっている。（凡　例）

Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ

　郷土に対する関心を喚起し、地
域文化への興味・関心を高めるた
めに、事業の充実や効果的な周知
方法の研究に努めている。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　郷土の文学遺産を受け継ぐ取組みは大切であり、短歌を活用したまちづ
くりは、郷土を愛する意識を育むと共に、「秦野」を全国に広く知らせる
良い事業であると評価できる。これからは、図書館を訪問すれば、「秦
野」の自然や歴史・文化等が色々と分かる、そのような特色のある取組み
を期待したい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　意義ある公共の財産として位置づけ、各校との連携はもちろん、市民団
体や関連の民間事業所等と協働してその周知や維持管理等に努めている点
は高く評価できる。さらには、 「郷土文学資料」に親しむための取組み
の継続はすばらしい。「特色ある図書館活動の推進」としては、他の「郷
土資料」、特に丹沢関連なども考慮し、予算措置されたい。また、市史編
纂室が桜土手古墳展示館内に移転したことに伴い、より一層の連携を図
り、秦野市の文化情報の体系化と利用促進のための具体策を示されたい。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い

- 62 -



　

施策名

約170,000人

施
策
の
概
要

目的

　市民の多様な学習活動を支援する図書館として、安心快適にサービスを提供し
ていくために施設・設備の充実に努め、市民の利用に供する。平成20年度に実施
した長寿命化修繕調査の結果に基づき、施設・設備の計画的な更新・改修を行い
長寿命化を図る。

取組
内容

　平成26年度は、経年劣化等により不具合の発生していた空調自動制御装置等の
更新工事を実施した。

効果
　効率的な空調運転と管理のため空調自動制御装置等を更新し、利用者に安全で
快適な施設の提供が図られた。

平成27年度（26年度事業）　点検・評価シート

№21

長寿命化改修計画に基づく設備更新 主管課名 図書館

予算
事業

09・05・04・0200　施設維持管理費

対象者 市民

対象者数

7,800 2,160 1,170

決算額 19,945 5,755 1,728 ―

２６年度
工夫・改善

事項

　更新工事にあたっては、必要最小限に見直し、安全に使用できる設備等は継続
して使用することとし経費の削減に努めた。

施
策
の
経
費

【単位：千円】 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
（予算）

予算額 24,480

執行率（％） 81.5 73.8 80.0 ―

246,494人 261,447人 262,000人

指標名 設定根拠
２４年度
実績値

２５年度
実績値

施
策
の
目
標

２６年度
実績値

２７年度
目標値

入館者数
図書館へ来館した
人数

258,120人
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評価

Ｂ

評価

評価

事業の評価項目
自己
評価

部長
評価

左の主な理由

達成度

施策の目的･効果に対して、期待した成果を
達成したか。

Ｂ Ｂ

　施設内の温度等を自動的に調節
し、設備やシステムを制御できる
ようになり快適な環境が整備され
た。（凡　例）

Ａ 期待以上 　Ｂ 達成  Ｃ 概ね達成   Ｄ 未達成

代替性

今後、民間や市民による実施など、実施方
法に改善の余地はあるか。

Ａ Ｂ

　安全性を第一に考え、優先順位
を付け緊急性の高いものから順次
改修工事等更新していくことが必
要である。（凡　例）

Ａ 余地なし　Ｂ 当面なし　Ｃ ある　Ｄ 大いにある

必要性

厳しい財政状況の中において、実施する必
要があるか。

Ａ Ｂ

　経年経過とともに施設の老朽化
が進んでいる。改修工事を行うこ
とにより、施設を良好な状態で維
持できるので必要である。（凡　例）

Ａ 非常に高い　Ｂ 高い   Ｃ ある   Ｄ 余りない

課題・
問題点

施策実施にあたって課題及び問題点はあっ
たか。

Ｂ Ｂ

　利用者の利便性を考慮し、閉館
しないように、なるべく休館日や
夜間等に工事を実施したが、日程
の調整等が困難な場合があった。（凡　例）

Ａ 特になし　Ｂ 当面なし　Ｃ 一部あり　Ｄ 課題等あり

効率性

受益者負担や対象範囲はどうか。行政改革
の視点を持って取り組んでいるか。

Ｂ Ｂ

　利用者が安全・快適に過ごすた
めの維持管理費用は、増加傾向に
あるが、安全への配慮に重点を置
き優先順位を付け対応していく。（凡　例）

Ａ 適正　Ｂ 概ね適正　Ｃ 一部見直し　Ｄ 大幅な見直し

教育委員の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　平成20年度に実施した長寿命化調査に基づき、計画的に施設を維持・管
理していることは評価できる。市民や利用者が安全・安心に図書館を利用
できるように、総合計画等の策定にも反映させ、優先順位を付けて計画的
な執行に努められたい。

自己総合評価

点検・評価会議
の評価

　評価に関する意見

Ｂ

　着実に長寿命化のための改修が行われていることを評価する。市民には
利便性について理解を求め、今後の取組みを着実に実行していくため、説
明責任を果たしたうえで行ってほしい。利用継続のための長寿命化である
なら、資料の保存環境向上も考慮されたい（夕暮記念室のガラスのUVカッ
トなど）。また、分館のない秦野市では、公民館図書室がその役割を担っ
ているため、予算措置は別系統であっても、市民の読書環境の点検を現場
職員と共に定期的に行い、情報共有のうえ、適切な指導を行うことが必要
と考える。

（凡　例）
Ａ：期待以上の成果　Ｂ：一定以上の成果　Ｃ：課題等あり　Ｄ：成果が低い
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第 4 章 学識経験者の知見 

 

「教育委員会の点検・評価の学校教育関係に対する総合的な評価」 

神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部社会福祉学科 

神奈川県立保健福祉大学大学院保健福祉学研究科  

教 授   小 林 正 稔  

 

Ⅰ．はじめに 

子どもたちを取り巻く環境は、多くの人々が不断の努力を重ねているのにもかか

わらず、好転の兆しが見えず、悲しいニュースに接する機会も減っていない。 

 また、教育委員会や学校を取り巻く環境も変化し、その対応にも追われている。 

 これらの状況を俯瞰すると、教育委員会自らが、真摯にその活動状況を点検し、

評価することで、教育施策をより市民のニーズを踏まえたなかで『質』の維持向上

に努めることの意義はますます高まっているといえる。 

 平成２６年度主要施策における教育行政点検・評価シートの学校教育部門の記述

を概観すると、かなりの部分で、以前より積極的な「意志」を感じる記述が増えて

いることは評価できる。  

 しかしながら、各事業の連環についての意識が薄く、それぞれの事業が他の事業

とどのような関係性を持ちながら実施して行くことが、もっとも子どもたちの最大

の利益に通じるかという観点が今ひとつ見られないことは残念に感じる。 

 教育委員会の活動自体については、県下のいくつかの教育委員会活動を観ること

ができる立場にいる者としては、他の教育委員会の活動と遜色を感じるものは無く、

市民の意見を取り入れる姿勢も強く持っていると評価できるだけに、いうなれば“縦

軸に横串を刺す”取り組みの意識が、まだ醸成されていないことは今後の課題と感

じる。 

 『教育』は大人たちから、子どもたちへの贈り物である。 

 単に、市民のもっとも関心事である行政施策というだけでなく、人を育むことは

もっとも“生産性”の高い重要な大人の役割であり、未来の秦野市を創っていく基

幹であるという意識をこれまで以上に高く持ち、切れ目なく努力を積み重ねてゆく

ことを期待する。 

 

Ⅱ．各事業への評価・意見 

 

No.１ 学校教育施設等の整備 

 児童・生徒の安全を確保し、安心できる学校教育環境の整備は、いうまでもなく
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教育行政の最も重要な課題の一つである。財政状況が厳しいなか、年次毎の計画に

基づき着実に整備が進められていることは認められる。このペースを崩さず、次年

度内に１００％に到達できるよう努力を期待する。 

 

No.２ 西中学校屋内運動場等複合施設検討事業 

 本事業は、秦野市公共施設再配置計画のシンボル事業の一つとして位置付けられ

ており、人口減少社会を迎えるなかで堅固なコミュニティを構築するための象徴と

なる事業である。そのコンセプトを踏まえて、教育委員会としても積極的に推進す

る姿勢を今一度確認し、取り組みの強化を図っていただきたい。 

確かに、先進的な事業手法であるために困難性は高いかもしれないが、将来の秦 

野市全体の在り方にも関わる事業であるという認識を持ち、子どもたちに学校環境

だけでなく安心できる地域環境も提供して行くことの必要性を理解し、推進に努力

していただきたい。 

 

No.３ 学校環境向上事業 

 近年の気象環境を考えると、一日も早く１００％に到達していただきたい事業で

あると考える。地球環境保全の視点も入れての事業展開は良い評価ができるが、さ

らに工夫をしながら、できうる限り子どもたちの健康を守れる学習環境の整備に努

力していただきたい。 

 

No.４ 教材整備等による教育環境の整備 

 図書補助員の全校配置ができたことについては評価できる。活字離れといわれて

いるが、子どもの本に対する潜在的憧れは、決して低下しているとは考えられない。

図書補助員の活動を積極的に支援し、いつでも興味が持てる本が子どもたちの身近

にある環境を作って行くことにさらなる努力を期待したい。本を読むことにより、

子どもたちの語彙活動が活発になることは学力向上の要である。 

 教材については、教育研究所の機能を充実させ、子どもたちが自主的に取り組め

る教材開発をすることも検討いただきたい。 

 

No.５ 安心・安全な学校給食の推進 

 食の安全を確保することは、子どもたちの命を守るためにも間違いのあってはな

らないものである。衛生管理、アレルギー対応もインシデントを確実に行い誤りの

ないように努力を継続していただきたい。 

 特に、アレルギー対応については、研修も大切であるが、きちんとした対応のシ

ステムを構築し、エビデンスに基づく対応に徹することを検討いただきたい。 
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No.６ いじめ・不登校対策の推進 

 対処療法的な施策については、もはやルーチン化した感は否めない。一定の成果

を挙げていることは高く評価するが、次の段階として予防対策の強化を図る施策の

展開が望まれる。いじめ・不登校対策という概念ではなく、全ての子どもたちに学

習環境を確実に提供することを目指した「神奈川の支援教育」の考え方をさらに強

化し、ライフスパン毎に予測される子どもたちの“危機”を未然に防ぐ対応の検討

に入る時期であると考える。  

 

No.７ 問題行動対策事業の拡充 

 問題行動等対策指導助手の派遣も対策としては有効であると考えるが、問題行動

や逸脱行動の背景にあるものにも着目し、家庭・地域環境の整備についても、学校

が中心となり、家庭・地域との連携を強化してゆくことも大切である。 

 同時に、現在は指導補助員の派遣は中学校のみであるが、小中一貫教育の推進の

視点を持って、小学校段階の対策も考慮願いたい。 

 さらに、教員の教育力の向上も急務であり、特に学級経営力の向上は強化が必要

な優先事項と考える。そのための教員への支援も検討する必要を感じる。 

 不幸にも、問題行動・逸脱行動をしてしまった児童・生徒への指導についても画

一的、統一的な指導を行うのではなく、個々の児童・生徒の置かれている環境を把

握し、それぞれに適合した対応のあり方を検討開発することも必要であると考える。 

 いじめに関しては、いじめ防止対策推進法の制定により、秦野市でも「学校いじ

め防止基本方針」が策定されたが、この指針の主旨を、児童・生徒・教員はもとよ

り広く市民に周知し徹底を図ることが望まれる。 

 

No.８ 道徳教育・人権教育の推進 

 人の“こころの命”を守り育むことが、道徳教育・人権教育の要である。人と人

との相互関係を理解し、多くの人に守られて初めて自分の存在が輝いてゆくのだと

いうことを子どもたちに実感させてゆくことは教育の大きな使命である。 

 形骸化させないようにさらなる努力を期待する。 

 

No９ 郷土の特性を活かした育成事業の実施 

 子どもたちの自己肯定感や自己効力感を醸成するためには、秦野の豊かな自然を

活用した教育の展開はより拡充して行くことが必要な施策であると考える。 

 「秦野で生まれて、育って良かった」という実感を子どもたちに持ってもらうた

めには、より参加しやすい事業を構築することと、教員が率先して参加できる環境

づくりも必要ではないかと感じる。 
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 教員がグループワークの視点でファシリテートできるようになるための、自然体

験を交えた研修等の実施も検討していただきたい。 

 

No.１０ 幼児教育の充実（幼稚園のあり方の検討） 

 新制度が実施されることにより、秦野市における幼児の保育・教育の環境は一般

化をして行かなければならない。 

 秦野の幼児教育の伝統を守りながら、幼稚園、こども園、保育園等の適正な配置

もしなければならない状況であり、教育委員会のみの施策展開を考えている時期で

はないと考える。 

 子ども・子育て会議とも連携し、適正な配置を検討すると共に、幼稚園だけでな

くこども園や保育園等での幼児教育をどのように展開して行くことが望ましいかを

検討する必要を感じる。 

 

No.１１ 幼小中一貫教育の推進 

 国の方針決定もあり、幼小中一貫教育の推進は「小１プロブレム」「中１ギャップ」

の解消の視点から、ライフスパンを踏まえた上での総合的な教育環境の整備という

段階に入っているといえる。交流や連携のための会議、意見聴取という段階ではな

く、具体的なカリキュラム統合を視野に入れた実効効果があるものにして行かなけ

ればならない段階に来ているという認識を持つことが重要である。 

 

No.１２ 学力の定着・向上及び学習支援の充実 

 大学生ボランティアの活用等、人的資源の充実に努めてきていることについては

評価できるが、そのこと自体が教育のアウトソーイングにならないようにしていた

だきたい。学力を定着・向上させるためには、子どもたちが学ぶことの楽しさを知

り、学習意欲を高めて行くことが重要である。 

 教員の指導力のために指導法の開発及び個々の児童・生徒の実体にあった対応の

研究開発や積極的な実施にも力を入れることは大切なことである。 

 発達障害を持つ子どもが増えているという見解もあるが、そもそも発達障害とい

う概念は、恒常的な障害を指し示す概念ではなく、適切な時期に適切な支援を受け

ることによって発達が促進されるという基本にたった概念である。 

 子どもたちに発達障害のレッテルを安易にはることのないよう、エビデンスに基

づくアセスメントの実施と個々の状況に合わせた個別教育計画の策定を行い、プロ

グラムに沿った学習支援を実施することが望まれる。 
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No.１３ 特別支援教育の推進 

 特別支援教育が必要な児童・生徒が十分な教育の機会を与えられるよう、個々の

児童・生徒の特性を理解し、個別教育計画を確実に策定して指導に当たるよう努め

ていただきたい。 

 また、県立の特別支援学校に配属されている自立活動支援教諭等も活用し、より

専門性の高い指導が拡充できる努力を期待する。 

 

No.１４ 小中学校外国語活動の推進 

 ALT の配置状況や大学生の活用等、外国語活動の推進については着実に成果を上

げていることは評価できる。 

 しかしながら、外国語活動については“触れる”段階から“学ぶ”段階へと展開

していかなければならない時期に来ていると考える。 

 実際の外国生活を想定したテキストの開発や、より実践的な教材の開発等につい

ても検討していただきたい。 

 

Ⅲ.今後の取り組みに関する意見 

個々の事業を細かく見ていくと、それぞれに成果を上げていることは理解できる。 

 しかしながら、一部事業間の連動・連環について意識を持っていることがうかが

われるものもあるが、ほとんどの施策は“縦割り”されており、いまだ包括的な思

考が認められないのが残念である。 

 教育は、子どもの人格を形成して行く上で重要な役割を担っているものであるか

ら、各事業を繋ぐ横の連動・連環を絶えず意識していく姿勢が必要であり、教育を

とりまく環境が大きく変化している今だからこそ、各事業を横から貫くコンセプト

が重要になっていると考える。 

 教育委員会としてもこの点に考慮して検討していただきたい。 

 また、教育においては画一、均一、統一という感覚は今や死語になっていること

にも注目していただきたい。 

 子ども一人ひとりの特性と環境を理解し、それぞれに適切な対応を行っていくこ

とは、一見不可能なことのように感じるかもしれないが、子どもの持っている潜在

的能力を信じ、教員が適切な指導・支援を行えばできうる範囲のことである。 

 そのために、学級経営力の向上や、スクールソーシャルワーカーの活用、スクー

ルカウンセラーの活用、支援級育コーディネーターの活用等積極的に取り組んでい

ただきたい。さらに、教育行政の透明性をより促進し、市民が教育に関心を持つ機

会を増やし、教育への支援をし易くする取り組みも検討いただきたい。 
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「教育委員会の点検・評価の生涯学習関係に対する総合評価」 

                                                       東海大学 名誉教授 

                                                         逢 坂 伸 一 

 

はじめに 

平成２６年度教育委員会基本方針に基づく主要施策２１施策中、私に与えられた

生涯学習に関する施策は８施策であるが、児童生徒に関わる学校教育部門も含めて、

かなりの事業が、市民生活と深い関連があるように思われることから、生涯学習関

連事業に特化せず、教育委員会施策全体を俯瞰しながら生涯学習施策の評価を試み

た。 

 その際、ここ数年の本市の教育環境の振り返りをした際に、施設の老朽化への対

応、社会教育施設を利用した活動内容の見直しを重要課題ととらえることができる

ので、これら２点を中心に記述させていただく。 

 

Ⅰ 社会教育施設の老朽化と改善について 

 

 １ 西中学校と西公民館の統合 

   新たな教育施設モデルとしての実施に向けて、地域の団体や組織、あるいは 

市民との懇談を精力的に行うなど、行政の誠意を感ずることはできるが、生涯 

学習部門としての事業項目が見当たらず、社会教育分野からの点検・評価が難 

しい点に疑問を持たざるを得ない。予算設定の段階でひとつのセクションに一 

括したとしても内容の点検・評価のためには、例えば、備考欄などに共同事業 

であることの明記などが考えられよう。 

   なお、民間活力の最大限利用を期待するのであれば、西地区のみでの計画で 

はなく、全市的・将来的計画を策定し、その中でのモデルとしての西地区施策 

であるような提案であれば、事業者、住民ともに事業推進への新たな段階を構 

築できたのではなかろうか。 

 

 ２ 図書館などの長寿命化改修計画 

   予算規模は、前年度よりも減少しているが、生涯学習施設としての図書館へ

の市民の期待感は大きく、さらなる施設充実のために努力すべきであろう。 

   また、点検・評価会議での指摘通り、資料保存のための環境整備、あるいは 

分館としての役割を担っている公民館図書室についても、公民館、図書館、並 

びに学校図書館等との積極的な連携を保ちながら、整備充実を図るべきであろ

う。 
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 ３ 桜土手古墳展示館の整備 

   周囲の住環境の変化の中にあって、歴史的資料を保管、展示する施設として 

の桜土手古墳展示館の役割はますます重要性を増し、それに応じた施設の充実 

は言を待たない。今後は、単なる補修に終わらず、新たな資料の発見、保管、 

展示に対応できるための施策の提案もなされるべきであろう。 

 

Ⅱ 社会教育施設を活用した市民活動の活性化について 

  

１ 市民の文化活動の支援 

   市展、子どもの市展、文化祭、親と子の音楽会、親子川柳大会などの市民が 

参加する事業が実施されており、参加者からの継続を望む声は大きいにもかか 

わらず、見学者などの来場者数は必ずしも多いとは限らない。行政がかかわる 

事業には、性格上、市民の多くが望む事業、そして、市民の多くが必ずしも望 

んでいないとしても、様々な観点から実施すべき事業に分けることができると 

思われるので、その点についての検証が必要であろう。 

  

２ 公民館活動のあり方 

   東北地方の災害以降、公民館活用の活発化の様子を伺うにつけ、公民館の必 

要性が改めて問われているような気がしている。本市においても、風水害時の

避難場所として公民館が位置付けられたことは当然であり、今後は、地域住民

との共同事業として、利用基準、備蓄財などについての検討も行わなければな

らないであろう。 

      しかし、公民館活動については、その前提となる社会教育法を熟読し、改め 

て公民館としてなすべきことの確認を行うとともに、社会教育と公民館の活動 

計画案を作成し、また、それぞれの事業についての社会教育事業としての必要 

度合いなどの判断がしっかりとできる人材の配置が望まれる。 

      公民館事業については、点検・評価会議の意見にもあるように、それぞれの 

事業は、見るべきものが多くありながらも、公民館ごとのばらつきがあること 

が指摘されているが、まさに、公民館事業基準の不明確さを示しているといえ

よう。公民館事業を理解するためには、他市町に設置されているコミュニティ

センターについての研究も役立つであろう。 

 

 ３ 文化財の調査、保存、普及啓発事業 

   歴史、あるいは文化事業に対する市民の意識はひとりひとり様々であり、講 

座や見学者数の多い少ないで評価すべきではないであろうが、行政と市民の協 
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働による、あるいは、それぞれの施設や組織が共同して啓発事業を積極的に展 

開することによって、市民の意識のさらなる向上につながるかもしれない。ま

た、文化財などの保存、公開についても、国の法律に基づくのみでなく、本市

独自の文化財に関する基準を設定するとともに、映像資料などによる貴重なマ

チの文化財保存計画を策定することも考えるべきであろう。 

  

４ 報徳思想の学習、啓発活動 

   市民に対する学習意欲高揚のために、マチとしてあるテーマを設定すること 

は多くの市町村で行われていることであり、今後の成果が期待される事業であ 

る。ただし、施策の目標としての報徳サミット参加者数のみで評価することな 

く、児童生徒、あるいは市民全体への浸透を図るなど、様々な生活環境での広 

がりが期待できるような事業計画が望まれる。 

 

Ⅲ その他 

 

 １ いじめ問題解決に向けての社会教育の支援 

   学校教育においては、カリキュラム以前に重要な課題としてとらえられてい 

るが、いじめはどこでもどの子にも起こりうる、ということを前提にしての対 

応が一般的であるために、些細な出来事に危機感が希薄になり、うっかり見逃 

している場合が少なくないといわれる。いじめ防止のために、学校いじめ防止 

対策が策定されているが、学校関係者のみに任せることなく、社会教育の分野 

や地域との積極的連携による対策が望まれる。 

 

 ２ 通学合宿などの地域の特色を生かした児童生徒支援活動の実施 

   大根中学校区での「ふれあい通学合宿」を筆頭に、各地域でも児童生徒のた 

めの特色ある活動が実施されており、行政のさらなる協力と研究が期待される 

ものである。もし、学校関係のさらなる協力が可能であれば、特別の支援を必 

要とする児童生徒の参加、あるいは、彼らのみを対象とする事業の実施などに 

ついての研究と検討が望まれる。現在、普通学級においても、知的発達に遅れ 

はないものの発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒 

が約６．５％存在しているといわれており、従来からの幼児教育でのノウハウ 

を活用することによっては、本市の幼小中一貫教育システムにおける、すなわ 

ち、インフォーマルエデュケーションとして位置付けることによって、本市の 

教育がさらに明確となるのではなかろうか。 
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おわりに 

 

 学校教育制度を中心として、何らかの事情で正規の学校教育環境を享受できない

場合であっても、同様の内容を身につけ得るような環境を整えるとともに、さらな

る学びのチャンスとしての社会教育活動が今以上に充実することが望まれる。 

そのためには、学校教育環境の整備にばかり目を向けることなく、市民の側からの

学びの意欲に対しての援助活動をも、行政と市民の協働施策として、さらに積極的

に取り扱うことが望まれる。 

 そして、「教育委員会の活動状況に対する総合評価」でも提案されているように、”

教育委員会事業と市長部局事業の連携による”生涯学習行政の新たな目線での総合

評価が可能になるような事業の積極的推進計画の策定を期待したい。 
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おわりに 

秦野市教育委員会による平成２７年度の「教育行政点検・評価報告書」を

提出いたします。 

教育に関する事務の「点検・評価」は今回で８年次を迎え、学識経験者の知

見を活用しながら、主要施策に関する担当課等の自己評価等を踏まえた教育委員に

よる点検評価を実施し、その結果を「教育行政点検・評価報告書」として市議会に

提出するとともに市ホームページ等で公表し、制度として定着しています。 

毎年の点検・評価は、その結果をフィードバックし、今後の取り組みに反映させ

るＰＤＣＡ（プラン・ドゥ・チェック・アクション）サイクルの実践に結びつける

ことが目的であり、最も重要なこととなります。 

主要施策の点検評価については、引き続き、ＰＴＡ役員や元学校長などの外部関

係者を含めた「教育施策点検・評価会議」を設置し、第三者的な視点からの点検・

評価を実施していただきました。また、点検評価とともに現在の実施方法などのご

助言をいただきましたので、来年度の実施に向けた参考とさせていただきます。 

学識経験者の知見において、小林正稔先生からは、学校教育に関する各事業の評

価・意見をいただき、教育を取り巻く環境が大きく変化する中で、より一層の教育

施策の維持向上を図るために、各事業間の連携・連環を強く意識し、包括的な施策

展開が必要であるとのご指摘をいただきました。逢坂伸一先生からは、教育委員会

施策全体を俯瞰しながら生涯学習関連施策の評価をいただき、何らかの事情で正規

の学校教育環境を享受できない場合であっても、同様の内容を身につけ得るような

環境を整えるとともに、社会教育活動のより一層の充実を図り、教育委員会と市長

部局との連携による積極的推進計画の策定を望むとのご指摘をいただきました。こ

れらのご指摘を真摯に受け止めるとともに今後の教育施策の展開につなげていけれ

ばと考えています。 

また、日々変化する教育課題への適切な対応が求められる中で、教育委員会制度

の抜本的な見直しが行われたことにより、地方教育行政における責任の明確化が図

られるなど、教育委員一人ひとりが果たすべき役割と使命がますます大きくなって

いくことを自覚するとともに、新たに創設された総合教育会議にて市長部局との密

接な連携を構築し、本市の教育行政の推進に向けて責任を持って取り組んでまいり

ます。 

最後に、学識経験者として総合的な評価をいただきました神奈川県立保健福祉大

学の小林正稔教授、東海大学の逢坂伸一名誉教授に厚くお礼申し上げます。併せて、

教育施策点検・評価会議の委員の皆様に、心より感謝申し上げます。 
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平成２７年９月 
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